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 このことについて、武蔵村山市立温泉施設在り方検討委員会から令和５年１１月３

０日付で別添のとおり報告がありましたので、お知らせします。 
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  このことについて、武蔵村山市立温泉施設在り方検討委員会設置要綱（令和５年２

月１日武蔵村山市訓令（乙）第１４号）第２条の規定に基づき、温泉施設の在り方に

ついて検討した結果を提言書として取りまとめたので、別添のとおり報告します。 
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１ はじめに 

村山温泉「かたくりの湯」（以下「本施設」という。）は、平成 14 年４月 27 日に開業した温

泉施設である。平成 19 年３月 31 日までは市が直接運営、平成 19 年４月 1 日から令和５年３

月 31 日までは、指定管理者制度の活用により、民間事業者が運営してきた。 

令和５年３月 31 日をもって現在の指定管理者の指定期間が満了となることから、次期指定管

理者募集を行うため、同年９月に募集要項を公表し、同年 10 月に申請受付を行ったが、指定管

理者の選定に至らず、本施設は、令和５年４月１日をもって一時閉館することとなった。 

これを受けて、令和５年３月に「武蔵村山市立温泉施設在り方検討委員会」（以下「本委員会」

という。）を設置し、本施設の今後の在り方について検討を進めることとした。 

この提言書は、本委員会におけるこれまでの検討結果を踏まえ、将来を見据え、本委員会とし

て、本施設の在り方について提言を行うものである。 
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２ 温泉施設の現状と課題の整理 

 

２―１ 施設概要 

武蔵村山市は、西は瑞穂町、南は立川市、東は東大和市、北は狭山丘陵をはさんで埼玉県所

沢市に隣接しており、本施設は市の北端、狭山丘陵の西端部に位置する。 

本施設の最寄り駅は、東大和市に位置する多摩都市モノレール上北台駅となっており、本施

設の周辺には、新青梅街道、青梅街道、所沢武蔵村山立川線等が通っており、近隣には都立野

山北・六道山公園、市立歴史民俗資料館といった施設が位置している。 

本施設は、市街化調整区域に位置しており、建築する場合の規制として、第一種低層住居専

用地域の基準及び建蔽率 30％・容積率 50％が指定されている。 

主な設備は、温泉、プール、多目的ルーム、食事処、リラクゼーションゾーン等で、温泉と

プールが併設されていることが特徴である。 

武蔵村山市第五次長期総合計画（令和３年３月）においては、「狭山丘陵の豊かな自然や地

場産業などの地域資源を活かし、本施設周辺を『憩いの核』として位置付け、核を中心として

交流エリアを形成し、魅力的で個性豊かな観光まちづくりを推進」することが今後の具体施策

として掲げられており、観光資源として重要な位置付けがなされている。 

 

２―１―１ 施設概要 

 

■施設位置図 

（位置図） 
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（周辺施設図） 

  

（周辺の主な施設） 

都立野山北・

六道山公園 

武蔵村山市から瑞穂町にかけての狭山丘陵に位置する。都立公園とし

ては最大級の敷地面積で、里山民家や冒険の森・あそびの森といった

アスレチックを有する。ハイキングやバードウォッチング、森遊びと

いったアウトドアアクティビティが可能。令和５年２月に、冒険の森・

あそびの森の一部と駐車場が整備された。公園の一画には市立野山北

公園があり、市営の屋外プールを有する。 

市立歴史民俗

資料館 

武蔵村山市を構成する丘陵「ヤマ」と、その延長線上に広がる台地「ハ

ラ」の関わりの中で形成された人と自然の共生について、「歴史」「民

俗」「自然」の資料を通して再考する展示となっている。 

イオンモール

むさし村山 

イオンモール㈱が運営するモール型ショッピングセンター。食料品店、

レストラン、洋品店、生活・家電用品店、映画館、子どもの室内あそび

場などのテナントを有する。 

市総合体育館 バスケットボール、フットサル、空手や剣道、柔道など各種スポーツ

が可能な３つの屋内体育室を有する。子どもからお年寄りまで対象の

スポーツ・フィットネス教室も開催している。指定管理者制度により

民間事業者が管理運営しており、野山北公園プールも同一事業者が管

理運営している。 

ベルーナドー

ム（埼玉県所

沢市） 

西武鉄道㈱が運営するドーム球場。埼玉西武ライオンズが専用球場と

して使用している。ドームでは音楽ライブなども開催される。場内に

は、屋内スキー場、テニスコートを有する。 

西武園ゆうえ

んち（埼玉県

所沢市） 

㈱西武リアルティソリューションズが運営する遊園地。アトラクショ

ン、飲食店、プール（夏季営業）などを有する。令和３年５月にリニュ

ーアルオープンし、昭和レトロをテーマとした商店街やアトラクショ

ンなどが新設された。 
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■建築概要 

（施設概要） 

名 称 武蔵村山市立温泉施設（村山温泉「かたくりの湯」） 

所 在 地 武蔵村山市本町五丁目 29 番地の１ 

地 域地区 市街化調整区域 

敷 地面積 6,927.75 ㎡（竣工図による） 

建 築面積 1,955.62 ㎡（同上） 

延 床面積 1,914.13 ㎡（同上） 

建 物用途 温泉施設 

竣 工年月 平成 14 年２月（竣工図による） 

階 数 地下１階、地上１階 

構 造 鉄筋コンクリート造、屋根鉄骨造及び木造構架 

基 礎 PHC 杭連続地中梁 

最 高高さ 9.6m 

軒 高 8.4m 

耐 震基準 新耐震基準に準ずる 

管 理 者 指定管理者制度による管理運営 

 

[参考：都市計画図] 

 

 

対象施設 
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■施設内配置図 

  ［出典：かたくりの湯ホームページ］ 

 

 

 

 

■各施設写真 

〇施設外観 
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〇温泉：和風風呂   

露天風呂 

 

打たせ湯 

 

サウナ（ドライ） 

 

炭酸泉風呂 

 

高温風呂

 

水風呂 

 

〇温泉：洋風風呂   

露天風呂 

 

打たせ湯 

 

サウナ（スチーム） 

 

炭酸泉風呂 

 

高温風呂 

 

水風呂 

 

〇プール   

運動浴プール 

 

気泡プール 

 

圧注プール 

 

子どもプール 

 

円形プール 

 

寝湯 
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ジェット浴 

 

打たせ湯 

 

シャワー 

 

〇多目的ルーム 

 

〇手もみ処 

 

〇休憩スペース（ホール） 

  

〇食事処 

 

 

 

 

 

[（一部写真）出典：かたくりの湯ホームページ] 

 

■利用料金／営業日・営業時間（令和５年３月時点） 

（利用料金） 

区分 平日 土・日・祝日 

大人 

（中学生以上） 

市内在住 700 円 800 円 

市外在住 800 円 900 円 

市内高齢者 

障がい者 
600 円 700 円 

子ども 

（3 歳～小学生） 

市内在住 350 円 400 円 

市外在住 400 円 450 円 

障がい者 300 円 350 円 

※温泉ゾーンとプールゾーンは上記料金で両施設を利用可能 

※会員限定サービス 

 20 回の施設利用で、施設利用料平日 1 回無料 

 プリペイドカードを利用すると 5,000 円で 5,300 円分、10,000 円で 10,800 円分の利用

が可能 

 

（営業日・営業時間） 

 営業時間 午前 10 時～午後 11 時（最終受付は午後 10 時まで） 

 休館日 毎月第３木曜日（祝日の場合、翌日） 
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２―１―２ 上位計画における位置付け 

 

（武蔵村山市第五次長期総合計画（令和３年度～令和 12 年度）/令和３年３月） 

第１編 基本構想 

第３章 第４節 将来都市構造（抜粋） 

●将来都市構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 前期基本計画  

第５章 第１節 ３ 観光 （抜粋） 

●現状と課題 

社会の成熟に伴う余暇時間の増加や価値観の多様化、交通網の整備等により、観光・

レジャーに対する市民ニーズが高まっており、今後もその傾向は続くものと予測されま

す。市内外の多くの人に利用され、本市の重要な観光資源である村山温泉「かたくりの

湯」は、景気動向や周辺類似施設の影響を受け、入場者数は減少傾向にありますが、平

成 29 年に行った大規模改修以降は市外の方の利用が増加に転じています。 

また、都立公園最大の面積を誇り、多様な地形・自然を残す狭山丘陵に広がる野山北・

六道山公園は、里山民家など様々な体験ができる観光スポットが点在し、広域的な観光

資源として幅広い集客性を有しています。 

今後は、新たに設立した観光まちづくり協会などと連携し、市内の自然や文化、産業、

人材などの地域資源を活用した、観光によるまちづくりを進めるとともに、市外からの

来訪者増加のための新たなにぎわいの創出と、魅力的で個性豊かな観光施策に取り組む

必要があります。 

●基本方針 

新たな市のにぎわいの創出を目指して、市民だけでなく市外からの来訪者の確保を目

的に、観光まちづくり協会と連携し、村山温泉「かたくりの湯」周辺を憩いの核として

交流エリアの形成を行うなど、魅力的で個性豊かな観光振興を促進します。 

 

都市核 住宅市街地ゾーン 

サブ核 沿道市街地ゾーン 

みどりの核 中心市街地ゾーン 

憩いの核 複合市街地ゾーン 

都市軸 自然景観形成ゾーン 

みどりの軸 大規模農地ゾーン 

水の軸  

 

野⼭北公園周辺を市内外からの⼈を集客する憩いの核と

して位置付け、交流施設や観光機能を充実します。 
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●施策の体系・内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●成果指標 

 

 

（武蔵村山市第二次まちづくり基本方針(都市計画マスタープラン) /令和５年３月） 

●将来都市構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●分野別方針 

 ６ 活力あるまちづくりの方針 （３）観光の振興とレクリエーションの充実 

■観光レクリエーションの活性化 

歴史民俗資料館や野山北公園などの観光施設、自然学習施設及びレクリエーション

施設の充実を図るとともに、東京都の施設である里山体験施設の充実や「都市計画公 

園・緑地の整備方針」において位置付けられている野山北・六道山公園、中藤公園内

都市核 住宅市街地ゾーン 

サブ核 沿道市街地ゾーン 

みどりの核 中心市街地ゾーン 

憩いの核 複合市街地ゾーン 

都市軸 自然景観形成ゾーン 

公共交通軸 大規模農地ゾーン 

みどりの軸  

水の軸  

 

野⼭北公園周辺を市内外からの⼈を集客する憩いの核と

して位置付け、観光施設など交流機能の充実を図ります。 
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及び観音寺森緑地内の優先整備区域は、東京都と連携し、早期整備を図ります。 

公園や緑地、河川、自転車歩行者専用道路、遊歩道は、市民の日常的なレクリエー

ションの場として、また、狭山丘陵や武蔵野の雰囲気を体験する場として市内外から

の利用を促進する観光レクリエーション活動について広く周知を図ります。また、自

転車等を活用した本市固有の観光レクリエーションの充実を図ります。 

■観光ルートの充実 

狭山丘陵の緑地環境を保全しながら、野山北・六道山公園などの機能をいかし、観

光レクリエーションの場の充実を図ります。 

狭山丘陵に分布する観光資源への案内標識やアクセス道路の充実を図ります。 

旧道や野山北公園自転車道、散策路、寺社仏閣などの文化財、東航正門跡といった

歴史的資源などを活用し、観光ルートの充実を図ります。 

 

（武蔵村山市公共施設等総合管理計画 （平成 29 年度～令和 28 年度）/令和４年３月改訂） 

●現状及び課題 

温泉施設（村山温泉「かたくりの湯」）は、市外からの利用者が６割を占めており、

本市への来訪機会を提供し、観光拠点の一つとしての機能を担っています。平成 19 年

度からは指定管理者による運営管理を行っています。施設運営は、指定管理者の事業収

支内で行われていますが、建物や設備の修繕及び更新に係る費用については、市が負担

しています。利用者数の推移では、平成 14 年度のオープン以後は年々減少していまし

たが、平成 24 年度の建物内装リニューアル後は増加傾向にありました。平成 29 年度

には、機械設備の更新を中心とした大規模改修を実施し、あわせて新たに炭酸泉浴槽や

多目的ルームを設置するなど利用者ニーズに合わせた工夫を施しました。一定の利用者

数で安定的に推移していましたが、令和２～３年度は新型コロナウイルス感染症対策の

影響により減少しています。維持管理に関しては、令和元年度に施設の調査を実施し、

これまで未更新である設備機器の更新及び耐用年数に応じた計画的な設備機器の更新

等について今後 20 年間の修繕・改修計画を定めました。浴室関連やプール等の特殊な

施設を有していることから、多くの維持管理費用がかかっています。 

●基本方針 

令和元年度に定めた修繕・改修計画に基づき、機械設備の交換サイクル等を踏まえて、

施設の定期的・予防的な修繕・更新を実施します。また、魅力的な施設運営とサービス

向上による集客の増加や、機械・設備更新時において、より維持管理コストの低減が見

込まれる機器の選択等による維持管理費用の縮減に努め、施設の安定的な運営を目指し

ます。更に、施設の利用者増につなげるため、各種イベントの実施や隣接する歴史民俗

資料館や野山北・六道山公園内の施設等とも連携するとともに、観光ルートの策定や市

内回遊者の誘致など、相乗的な集客力の向上を図って今後も市の観光拠点化を進めま

す。 
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（武蔵村山市施設保全計画（個別施設計画）（令和３年度～令和 12年度）/令和３年３月） 

 

 

 

２―１―３ これまでの検討経緯 

武蔵村山市では、令和３年 11 月から、庁内において今後の温泉施設の運営について検討

を重ねるとともに、指定管理者の公募に先立ち、東京都及びその周辺における同種施設管理

会社 23 事業者に対し意向調査を行い、温泉施設のコンサルタント業務を行っている専門家

より集客向上に向けた助言を受けるなど、次期（令和５年度～）の指定期間における管理運

営に向けた調査を行ってきた。 

今回の募集要項の公表時においては、前指定管理者に加え、同種施設管理会社の意向調査

において最終ヒアリングに応じた３事業者に対し打診を行ったが、申請には至らなかった。 

 

■調査等の経過 

実施時期 検討種類 検討項目・調査内容 

平成 25年度 温泉施設劣化調査 

施設の現状把握、建物及び設備の劣化診断調査

を行い、各改修項目の緊急度合いを判断し、中長

期的観点から、修繕計画の更新 

平成 26年度 
温泉施設経営診断調

査等 

施設の現状把握及び市場動向を踏まえた改修計

画等、基本的な方向性の検討 

令和元年度 施設調査 
施設の外装・内装、設備等の劣化度状況調査及び

今後の改修計画の検討 

令和４年 

１月～３月 

第１回 同種施設管理

会社の意向調査 

23事業者を対象に次期指定管理者選定応募への

意向と、条件、施設に関する意見等について調査 
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実施時期 検討種類 検討項目・調査内容 

令和４年 

１月～３月 

第２回 同種施設管理

会社の意向調査 

第１回意向調査で調査協力可能との回答のあった

９事業者を対象に次期指定管理者選定応募への

意向、条件等について調査 

令和４年 

２月～３月 

温泉施設の専門家の意

見聴取 

温泉施設の専門家２名より施設の現状・課題及び

施設運営向上・改修に向けた提案について意見聴

取 

令和４年 

４月～７月 
公募時意向調査 

第２回意向調査で応募可能と回答のあった３事業

者と現指定管理者を対象に次期指定管理者選定

応募への意向、条件等について調査 
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２―２ 利用状況 

利用者推移、利用時間帯、利用者聴き取り調査、職員アンケートの結果から利用実態について分析

を行った。 

 

２―２―１ 利用状況概況 

 

■利用者数 

本施設の年間利用者数は、減少傾向にあり、開業時（平成 14 年度）は 29.6 万人であった

が、新型コロナウイルス感染症拡大以前の令和元年度は 15.6 万人となっている。同様に、

一日平均利用者数についても減少傾向にあり、開業時は、897 人であったが、近年は 419 人

となっている。 

年間利用者数及び一日平均利用者数について、対前年度増減率でみると、開業 10 年頃ま

では概ね 90～100％を推移し、平成 24 年度大規模改修後は 100％を超えて推移しており、

大規模改修の効果が一定程度みられる。その後、平成 29 年度に２回目の大規模改修を実施

しているが、再開後の利用者数は伸び悩み、再開前の利用者数を超えていない。令和元年度

末より、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、利用者数は大きく減少していたが、

令和３年度以降は回復の傾向がみられる。 

【年間利用者数・一日平均利用者数】  

 

  
年間利用者数

（人）

対前年度増減

率（％）

一日平均利用

者（人）

対前年度増減

率

（％）

H14年度 296,201 897

H15年度 290,220 98.0 829 92.4

H16年度 261,477 90.1 747 90.1

H17年度 260,228 99.5 737 98.7

H18年度 261,521 100.5 749 101.6

H19年度 251,440 96.1 710 94.8

H20年度 226,305 90.0 641 90.3

H21年度 207,986 91.9 594 92.7

H22年度 198,157 95.3 577 97.1

H23年度 200,279 101.1 565 97.9

H24年度 94,505 47.2 536 94.9

H25年度 174,978 185.2 497 92.7

H26年度 180,197 103.0 519 104.4

H27年度 191,594 106.3 541 104.2

H28年度 190,608 99.5 539 99.6

H29年度 6,208 3.3 689 127.8

H30年度 158,958 2,560.5 450 65.3

R1年度 155,744 98.0 446 99.1

R2年度 68,139 43.8 261 58.5

R3年度 90,621 133.0 295 113.0

R4年度 147,648 162.9 419 142.0
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【年間利用者数の推移】 

 

 

 

【一日平均利用者数の推移】 

 

 

  

29.6 万人 

15.6 万人 

大規模改修 大規模改修 

約 900 人/日 

約 450 人/日 

大規模改修 大規模改修 
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■利用時間帯（過去５か年） 

利用者の時間帯別滞在者数をみると、午前 10 時から午後 11 時までの営業時間のうち、

入場者に占める割合が 10.0％を超えている時間帯は概ね午前 10 時から午後９時まで、

15.0％を超えている時間帯は概ね午後１時から午後６時までとなっており、午後の早い時間

帯に利用者が集中していることがわかる。 

午後９時以降の時間帯別滞在者数は、7.0％以下となっており、午後 10 時以降は 1.0％に

も満たない状況にある。 

 

【時間帯別滞在者数と入場者数に占める割合】 

 
 

  

入場者数(人)

時間帯別
滞在者数

入場者に
占める割合

時間帯別
滞在者数

入場者に
占める割合

時間帯別
滞在者数

入場者に
占める割合

時間帯別
滞在者数

入場者に
占める割合

時間帯別
滞在者数

入場者に
占める割合

午前10時
～午前11時

16,612 10.5% 17,760 11.4% 8,754 12.8% 11,967 13.2% 15,817 10.7%

午前11時
～午後０時

21,692 13.6% 21,438 13.8% 9,971 14.6% 14,129 15.6% 19,122 13.0%

午後０時
～午後１時

23,110 14.5% 21,921 14.1% 10,592 15.5% 14,593 16.1% 20,028 13.6%

午後１時
～午後２時

24,742 15.6% 24,322 15.6% 11,387 16.7% 16,206 17.9% 24,144 16.4%

午後２時
～午後３時

26,358 16.6% 25,770 16.5% 12,425 18.2% 17,727 19.6% 25,562 17.3%

午後３時
～午後４時

26,085 16.4% 25,806 16.6% 12,805 18.8% 18,477 20.4% 25,507 17.3%

午後４時
～午後５時

26,143 16.4% 25,968 16.7% 12,896 18.9% 18,007 19.9% 25,477 17.3%

午後５時
～午後６時

24,317 15.3% 24,773 15.9% 11,444 16.8% 16,132 17.8% 23,461 15.9%

午後６時
～午後７時

22,594 14.2% 23,341 15.0% 9,682 14.2% 13,036 14.4% 21,647 14.7%

午後７時
～午後８時

21,180 13.3% 20,499 13.2% 5,686 8.3% 7,451 8.2% 19,604 13.3%

午後８時
～午後９時

17,887 11.3% 17,306 11.1% 2,643 3.9% 1,588 1.8% 16,940 11.5%

午後９時
～午後10時

10,290 6.5% 10,338 6.6% 0.0% 714 0.8% 10,035 6.8%

午後10時
～午後11時

174 0.1% 167 0.1% 0.0% 15 0.0% 248 0.2%

午前（午前10時～

午後１時）計
38.6% 39.2% 43.0% 44.9% 37.2%

午後（午後１時～

午後６時）計
80.3% 81.3% 89.5% 95.5% 84.1%

夜間（午後６時～

午後11時）計
45.4% 46.0% 26.4% 25.2% 46.4%

R４年度

147,64890,62168,139155,744158,958

R３年度R２年度R元年度H30年度
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２―２―２ 利用者聴き取り調査結果 

 

■調査の概要 

(1) 調査の目的 

武蔵村山市では、利用者の視点による施設の評価や課題、問題点、周辺施設の利用状況等

を明らかにし、施設の集客力向上に必要な要素や経済波及効果の分析を行うため、聴き取り

調査を実施した。 

 

(2) 調査対象 

調査員が本施設の館内において利用者に対し調査協力を依頼し、承諾を得られた利用者

を対象とした。 

 

(3) 調査期間 

令和５年３月 17 日（金）から同月 23 日（木）まで 

 

(4) 調査方法 

調査員が本施設の館内において、タブレット端末を用いた WEB 回答又は紙の調査票によ

る回答を案内し、その場で回収した。また、ＷEB 回答用の二次元コードを配布し、利用者

自身の端末による WEB 回答を案内した。 

 

(5) 回収状況 

WEB 回答 604 件、紙の調査票による回答 39 件、計 643 件を回収した。 

 

実施日 
回収状況 

WEB 紙 合計 

3 月 17日（金）午後 1時 20分～午後７時 58 17 75 

3 月 18日（土）午前 10 時～午後７時 129 ４ 133 

3 月 19日（日）午前 10 時～午後７時 137 ７ 144 

3 月 20日（月）午前 10 時～午後７時 70 11 81 

3 月 21日（火・祝）午前 10 時～午後７時 111 ０ 111 

3 月 22日（水）午前 10 時～午後７時 64 ０ 64 

3 月 23日（木）午前 10 時～午後５時 35 ０ 35 

合 計 604 39 643 
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■総括 

(1) 利用者層                               

 本施設を利用する市内居住者のうち、60 代以上が５割近くを占めている。市内居住者

は、利用頻度「月に１回程度」以上が７割、本館を利用する理由として「近所にあるか

ら（立地・アクセスが良い）」が８割近くを占めていることから、市内居住者にとって、

日常圏の施設として利用されていると想定できる。 

 本施設利用者のうち、市外居住者が７割を占めているが、市外居住者についても、利用

頻度「月に１回程度」以上が４割、本館を利用する理由として「近所にあるから（立地・

アクセスが良い）」が３割を占めていることから、市外居住者にとっても、観光やレジ

ャー施設としてではなく、日常圏の施設として利用されていると想定できる。 

 以上の結果から、本施設の利用者層は、①平日を中心に、単身で、日常的な利用を行

う、市内居住の高齢者、②土・日・祝日を中心に、家族と、日常的な利用を行う、市外

居住のファミリー層という２パターンが想定される。 

 

(2) 施設の優位性 

 近隣温浴施設のうち、本施設利用者の４割が「昭島温泉 湯楽の里（昭島市）」の利用経

験があり、「つるつる温泉(日の出町）」、「テルメ小川（小平市）」、「瀬音の湯（あきる野

市）」と続く。本施設から９km 圏内の北多摩エリア及び西多摩エリアの温浴施設の利

用割合が高くなっている。なお、市内居住者は西多摩エリアの温浴施設の割合が高く、

市外居住者は北多摩エリアをはじめ、所沢市の温浴施設の割合が高くなっている。年

代別では、10 代、20 代は「スパジアムジャポン（東久留米市）」の割合が高く、30 代

以上は、「つるつる温泉(日の出町）」の割合が高い。 

 本施設への来館の際、４割が「野山北・六道山公園」に立ち寄った経験がある。他の近

隣温浴施設と比較すると、施設の近隣にアスレチック、ハイキングなど、アウトドア

系アクティビティを楽しむことができる公園があることは、他施設と比較して優位性

がある。 

 近隣温浴施設のうち、プールを有する施設は本施設のみである。しかし、公園帰りに利

用する家族連れ、健康維持のために利用する高齢者からは評価が高いものの、利用率

は全体の３割に留まっている。このことから、プールについては、他施設と比較して

必ずしも優位性は高くない。 
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２―２―３ 令和４年度「村山温泉 かたくりの湯」市職員アンケート調査結果 

 

■調査の概要 

(1) 調査の目的 

本施設の今後の在り方について検討を進めていく際の参考とするため、武蔵村山市職員に

対し、アンケート調査を実施した。 

 

(2) 調査対象 

武蔵村山市職員（会計年度任用職員含む） 

 

(3) 調査期間 

令和４年 12 月 26 日（月）～令和５年２月 28 日（火） 

 

(4) 調査方法 

庁内電子掲示板（グループウェアシステム）にてアンケート用紙の配布及び産業観光課宛

ての電子メール又は持参による回答を依頼し、回収した。 

 

(5) 回収状況 

117 件 

 

■総括 

(1) 利用者層 

 利用頻度については、半数近くが「年１回未満」、４割以上が「利用したことがない」

と回答している。 

 利用したことがない理由については、６割が「知り合いに会う可能性が高いため」、２

割が「興味がない」と回答している。 

 利用者のうち、60 代は月 1 回程度が６割、週１回以上が４割と利用頻度が高くなって

いる。20 代～50 代は月１回程度が９割近く～10 割であり、年齢が高くなるにつれて

利用頻度がやや高くなる傾向にある。 

 本施設が他の施設より優れている点については、「立地・アクセス」、「なし」が同率で

２割と最も高い結果となっている。 

 このことから、市職員についても、一般利用者と同様に、日常圏内の施設として本施設

を利用していると想定できる。一方で、市外居住者が多い一般利用者よりも日常圏内

の施設であることから、「知り合いに会う可能性が高い」ことが利用する上でのハード

ルとなっているといえる。 

 

(2) 施設の優位性                                                   

 本施設が他の施設より優れている点については、「立地・アクセス」、「なし」が同率で

２割、「設備・雰囲気」は１割となっており、他の施設に比べ設備等についてあまり評

価が高くないといえる。 
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 「温泉、プール、サウナ」について、それぞれ「普通」と評価している人が最も多くな

っているが、「温泉」については３割近くが「心地よい」と回答しており、他の設備に

比べ評価が高く、「プール」については「利用したいと思わない」が３割近くと他の設

備に比べ評価が低くなっている。 

 他に利用したい設備・サービスについて、半数近くが「岩盤浴」を希望している。 

 このことから、市職員にとって、「立地・アクセス」が他施設と比較した際の優位性を

有しているといえる一方で、設備等は他の施設より優位性がないといえる。また、設備

の中でも「プール」は評価が低く、新しい設備としては「岩盤浴」を望む声が多い。 

 

 

  



20 

２―３ 管理運営状況 

指定管理報告書や指定管理者へのヒアリングにより管理運営状況について整理し、施設の収

支状況、管理運営の課題等の把握を行った。 

 

２―３―１ 管理運営手法の推移と大規模改修状況 

開館から一時閉館までの管理運営手法の推移と大規模改修状況について下記に示す。 

 

 

  

年  度 管理運営手法 指定管理者 

平成 14年度～平成 18年度 直営  

平成 19年度～平成 23年度 
指定管理者制度 

（完全利用料金制） 

シンコースポーツ株式会社・ 

株式会社山武共同事業体 

平成 24年４月～９月          大規模改修工事・休館（内外装、ろ過装置） 

平成 24年 10月～平成 28年度 
指定管理者制度 

（完全利用料金制） 

日産クリエイティブサービス・ 

足柄グリーンサービス共同事業体 

平成 29年４月～平成 30年２月    大規模改修工事・休館（内外装、ろ過装置） 

平成 30年３月～令和４年度 
指定管理者制度 

（完全利用料金制） 
株式会社オーエンス 
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２―３―２ 収支状況 

直近９か年の収支状況について整理した。 

なお、平成 29 年度は４月１日～３月 22 日休館、令和元年度は３月４日～新型コロナウ

イルス感染症対策、令和２年度は４月４日～５日/４月９日～７月７日休館、令和３年度は

５月休館のため、収支状況に影響を与えていると想定される。 

 

■全体収支概況 

収入は、利用者数の減少に伴い、年々減少しており、開業時の収入は 4.1 億円程度であっ

たが、令和元年度は 1.9 億円程度まで減少している。 

支出は、概ね減少傾向にあるが、原油価格高騰による燃料費の上昇や東日本大震災の影響

による電気料金の値上げ、人件費の高騰等、社会経済動向の影響を大きく受けて増加してい

る時期もある。特に、平成 16 年度以降は、収入を上回る支出となっており、収支の差は年々

大きく拡大していた。直近の大規模改修後は、収支の差の改善が見られ、令和元年度には

300 万円程度まで低減した。 

 

【収支の推移】 

 

黒字 

赤字 

大規模改修 大規模改修 
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■収入概況（直近９か年） 

収入の内訳をみると、利用料金（利用カード等を含む）が最も多く、次いで、レストラン

が続く。いずれの収入も、平成 27 年度は前年度を上回ったものの、以降、年々減少傾向に

ある。 

その他の収入については、年度によって順位が入れ替わるものの、物販（レンタルを含む）、

自販機売上、ボディケアが上位に挙がっている。 

収入の構成比をみると、年度によってばらつきはあるが、概ね利用料金（利用カード等を

含む）が 50～60％、レストランが 20～30％を占めており、これらの収入が全体の大部分

を占めている。物販（レンタルを含む）、自動販売機売上、ボディケアは、いずれも 5.0％前

後で、ボディケアは低下傾向にある。 

 

【収入内訳】 

 （単位：千万円） 

   

項目 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

利用料金 9.9 10.4 10.3 0.4 10.1 8.7 3.8 5.4 9.1

利用カード(回数券含む） 1.3 1.4 1.2 0.2 0.7 1.6 0.7 0.9 0.7

レストラン 6.5 6.8 6.5 0.3 5.2 5.2 2.4 3.0 5.3

物販（レンタル含む） 1.0 1.1 1.1 0.0 0.9 0.9 0.4 0.6 1.0

自動販売機売上 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.8 0.4 0.5 0.9

自動販売機売上手数料 0.5 0.5 0.5 0.0 0.2 0.2 0.1 0.2 0.3

ボディケア 1.5 1.4 1.3 0.0 0.8 0.7 0.4 0.4 0.5

コインマッサージ機 0.3 0.3 0.3 0.0 0.2 0.2 0.1 0.1 0.2

教室・イベント 0.1 0.1 0.1 0.0 0.2 0.2 0.0 0.0 0.0

チケット販売 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0

温泉スタンド 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

自主事業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

助成交付金 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

市負担金(休業協力金含む） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.3 0.1 0.0

収入合計 21.2 22.2 21.2 1.0 19.4 18.7 10.0 11.2 18.0
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【収入の推移】 

※0.5千万円（500万円）未満はラベル非表示 

 

 

【収入構成比の推移】 

※1.0％以下はラベル非表示 
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■支出概況（直近９か年） 

支出の内訳をみると、順位は入れ替わっているものの、いずれの年度も、人件費、光熱水

費、事業経費（外注費）が上位に挙がっている。 

支出の構成比をみると、人件費は、平成 26～28 年度は概ね 25～30％で推移していたが、

平成 30 年度以降は、30～40％前後で推移している。一方、事業経費（外注費）は、平成 26

～28 年度は 30％前後で推移していたが、平成 30 年度以降は、20％前後で推移している。

これは、指定管理者の変更に伴い、費目の付替えを行ったことが影響していると想定される。

また、光熱水費は、平成 29 年度を除き、いずれの年度においても、概ね 30～35％で推移

している。 

本施設については、温浴施設特有の光熱水費の支出に加え、プール、レストラン、リラク

ゼーション（ボディケア）等の複合化による人件費又は事業経費（外注費）の負担が多い。 

 

【支出内訳】 

（単位：千万円） 

 

項目 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

人件費 5.9 5.9 7.1 0.4 7.3 6.8 5.3 6.0 7.5

光熱水費 8.1 7.4 7.5 0.4 8.0 6.2 3.8 5.0 7.6

事業経費（外注費） 7.6 7.9 7.5 0.4 4.4 4.0 2.0 2.5 3.9

消耗品費 0.5 0.5 0.5 0.7 0.8 0.7 0.6 0.5 0.4

売店商品仕入高 0.6 0.6 0.5 0.0 0.9 0.6 0.2 0.4 0.4

雑費 0.2 0.1 1.6 0.1 0.2 0.2 0.1 0.1 0.0

広告宣伝費 0.0 0.1 0.0 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0

リース料 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0

修繕費 0.2 0.2 0.1 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0

納入金 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 0.2 0.5 0.3 0.2 0.2 0.3 0.3 0.3 1.0

支出合計 23.4 23.2 25.2 2.5 22.1 19.0 12.4 14.8 20.8
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【支出の推移】 

     ※0.5千万円（500万円）未満はラベル非表示 

 

 

【支出構成比の推移】 

※1.0％以下はラベル非表示 
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２―３―３ 指定管理者の立場からみた課題点 

前指定管理者へのヒアリング調査を実施し、利用状況、施設に対する評価、今後の課題等

について確認した。 

 

■利用状況について 

（利用状況、利用者層） 

 平日は高齢者、土・日・祝日は家族連れが多い。土・日・祝日では、土曜日よりも日

曜日・祝日の利用が多い。 

 平日の利用状況は、風呂とプールが８：２くらいの割合となっている。平日のプール

は、子どもの利用はないので、ほとんど高齢者が健康のために利用している。 

 平日・土・日・祝日とも夜は常連の方が多いが、高齢者（常連）は、土・日・祝日は

混むからと、あまり来ない。 

 最近はサウナも人気がある。本施設は、男女・日替わりでドライサウナとスチームサ

ウナが変わるので、どちらが利用できるのかと電話で問合せもある。 

■指定管理者として感じていることについて 

（立地に対する評価） 

 立地については、駅が近くになく、バスも１時間に１～２本程度で、自動車利用が中

心となるため、アクセスしづらいと感じている。 

（施設の劣化・修繕状況） 

 劣化状況については、浴槽の水漏れが懸念される。現状、水中ボンドで対応している。

浴槽以外では、２～３箇所の雨漏りがあり、市が屋根にシートを被せて、応急処置を

している。 

 指定管理者が負担している修繕の金額は、月に 10 万円以内程度である。 

（バリアフリー等への対応） 

 多目的トイレは設置しているが、授乳室はない。授乳が必要な方は、休憩スペースを

利用しているようだが、オムツを使用している幼児はベビーバスしか利用できないた

め、授乳が必要な方の利用は限られる。 

■自主事業について 

 水中ウォーキング、ナイトアクアビクスを自主事業として行っている。 

 水中ウォーキングは 10 名程度参加しており、参加者は市外居住者が多い。 

 ナイトアクアビクスは、市の要望があり、働いている方向けに企画しているが、参加

者は少ない。 

■本施設周辺について 

 福祉施設との連携よりも、公園や狭山丘陵等と連携する方が親和性は高いのではない

か。 

 ランニングやサイクリングで来館される方も多い。ランニングステーションを併設し

ている。 

■その他 

 休憩スペースは使い勝手が良くない。 

 食事処は、土・日・祝日は昼・夜とも混雑していて、順番待ちとなる時もある。 
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２―４ 施設劣化状況 

既往調査や現地目視調査により、本施設の劣化状況を整理した。 

 

２―４―１ 平成 26年度施設調査 

平成 26 年度に、「武蔵村山市立温泉施設経営診断調査等委託」の一環で、書類調査、現地

目視調査等を実施し、調査結果は以下のとおりである。緊急に修繕を要するもの、短期（概

ね２年以内）に修繕を要するものが明らかとなった。このほか、概ね２年の間では修繕をす

る必要はないが、それ以降で修繕を要するものもかなり見られた。 

 

■調査方法 

 受領した各種書類調査（竣工図、大規模改修工事竣工図、大規模改修工事内訳書、定期調

査報告書（建物設備）等） 

 現地目視調査 

 施設管理者へのヒアリング調査 

 現地建物に管理されている各種書類調査 

 

■調査結果概要 

全般的な状況 

 

本建物は、平成14年２月に竣工してから13年を経過しており、全般

的に経年による劣化が見受けられる。平成24年の大規模改修や、これ

までの修繕更新履歴によると、内装については必要な修繕は適宜実施

されており、全般的に概ね良好に維持管理されているが、外周壁コン

クリート打ち放し面や屋根は竣工当時のままであり、表層劣化が進行

している。また、電気設備や機械設備は、適宜修繕が実施されており

概ね良好な状況にあるが、竣工より継続している設備機器が多く、今

後更新時期を迎えるため、修繕及び更新計画が必要である。 

建築の状況 外壁は、竣工当時より修繕がされておらず、コンクリート化粧打ち

放し面の表層劣化、クラックやエフロレッセンスの発生が見受けられ

る。また、屋根はガルバリウムフッ素樹脂塗装鋼板葺きであるが、竣

工当時のままであり、屋根鋼板や軒先面戸板の表層劣化、目地シール

の劣化が見受けられるが、ヒアリングによると現在は外壁・屋根共に

漏水等の不具合は発生していないとのことであり、計画修繕が望まし

い。 

内装については、平成24年の大規模改修工事のほか、適宜修繕が実

施されており、概ね良好に維持されているが、レストラン天井梁型の

割れ対策やトイレブースの表層はがれ、監視室、トイレなどに壁傷や

クロスはがれなど修繕が必要な箇所があるほか、各所物入れ扉やトイ

レ扉の開閉不具合、金物脱落など細かな修繕が必要な箇所がある。 

電気設備の状況 空調設備は、竣工当初からのものであるが、概ね緊急性は要しない

と考える。室内機及びダクトには埃の付着が見受けられ、清掃が必要

である。浴室のペリメーターに設置している温水式パネルヒーターは、

窓面結露による不具合がないか調査を要する。 

自動制御設備は、全体的に計器類（圧力計、温度計等）、操作部（電
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動バルブの駆動部等）、調節部（温度設定器等）で劣化が進行している

と推測する。メーカー部品調達期間は一般的に15年程度であり、早め

に更新計画を作成することが望ましい。 

換気設備は、浴室及びプールの排気ファンを更新及びオーバーホー

ルしている。それ以外については概ね緊急性は要しないと考える。 

高圧受変電設備、非常用発電機、電灯盤、動力制御盤、照明設備、自

動火災報知設備、非常放送設備は竣工当初からのものである。また、

非常用発電機のバッテリーは平成22年、蓄電池設備（非常照明用）は

平成26年にそれぞれ更新されている。 

受変電設備のうち、ＶＣＢ（真空遮断器）は細密点検及び部品交換

が必要となる。また、誘導灯の蓄電池についても定期点検時に確認が

必要である。 

衛生設備の状況 給水設備に関しては、受水槽は竣工当初からのものであるが、目視

上特に問題は見られない。ポンプ類は更新時期を迎えているが、上水

加圧給水ポンプでオーバーロードする不具合が出ている。 

給湯設備に関しては、真空式温水機、貯湯槽は竣工当初からのもの

であるが、真空式温水機は部品交換等の修繕を行っている。ポンプ類

は更新時期を迎えている。煙導、オイルサービスタンク、オイルタン

クで錆が発生している。 

排水設備に関しては、一部の配管で漏水があり、今後計画的な更新

が望ましい。 

衛生器具に関しては、目視上特に問題は見られない。 

浴槽循環設備に関しては、ろ過装置（ろ過機、ろ過ポンプ、熱交換

器、ヘアーキャッチャー、五方弁など）は更新、修繕を行っており、今

後も計画的更新が望ましい。 

消火設備の状況 消火設備は、消火器・屋内消火栓が設置されている。消防設備に関

しては、定期点検が適切に実施され、平成25年９月の点検で消火器の

期限切れが指摘されているが是正している。 

その他については、現状の維持管理を継続することを推奨する。 
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２―４―２ 令和元年度施設調査 

平成 26 年度の経営診断調査等の結果を受け、平成 29 年度に大規模改修を実施したが、

改修後も不具合事項が残っていたため、令和元年度に不具合の原因と対策の立案及び今後の

維持管理に関する見通しの基礎資料の作成を目的とした調査を実施した。 

 

■調査方法 

 未改修機器・設備劣化診断調査 

 配管劣化診断調査 

 不具合配管内視鏡調査 

 漏水調査 

 水道光熱費データ解析調査 

■調査結果概要 

建築の状況 調査対象外 

空調換気設備の

状況 

平成29年度の大規模改修により主要機器は更新又は修繕が実施され

ている。このため、改修機器はほぼ新品の状況にあり、大きな機能上

の問題は見当たらなかった。ただし、更新期を迎えた機器（床暖房系

統温水２次ポンプ、密閉式膨張タンクなど）が若干残っている。現在

は問題なく運転しているが、今後の計画的な更新が望まれる。 

配管やダクトは保温材の劣化や汚れ、若干の腐食が見られたが、標

準的な耐用年数まで使用できると思われる。自動制御設備は暖房温水

の流量制御を行う自動弁にまだ調整作業中と思われる機器があったた

め（このような状況になった経緯は不明）、工事を行った専門業者に

確認させることを推奨する。 

電気設備の状況 館内の受変電設備、動力盤、配線類はよく管理されていて、大きな

問題は無かった。ただし、一部のバッテリーなどの消耗部品が交換時

期を過ぎていて交換が必要となっていた。プールや浴室内の照明器具

や誘導灯が湿気や塩素の影響で腐食が進行している状況が認められ

た。また、関東電気保安協会から指摘指導事項があり、対応が求めら

れていた。 

衛生設備の状況 

 

平成29年度の大規模改修により機器や器具の更新や修繕が実施され

ている。このため、給水給湯風呂ろ過循環設備の機器、衛生器具に大

きな問題はなかった。指定管理者からのヒアリングでは緊急シャワー

の温度調節機能不良、ヘアキャッチャーの漏れ等が報告されていた。 

漏水 浴槽清掃後のお湯張り時に浴槽目地より水の吹き出しが見られた。

ピット内では配管躯体貫通部廻りのコンクリートの割れ目から水の滴

下が見られた。現地調査の結果、ろ過循環配管の躯体貫通部にある隙

間から浴槽石張りの裏側を伝って他の浴槽や洗い場に漏水している状

況を確認した。また、内視鏡調査により高温・低温浴槽オーバーフロ

ー管内部に割れが確認され、配管内からの漏水も発生していると思わ

れる。以前、指定管理者が露天風呂連通管やオーバーフロー管からの

漏水を発見し、対策を講じたことにより漏水量が大幅に減った経緯が

あるが、依然何らかの漏水が各所で発生していると思われる。 
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２－４－３ 開館から令和４年度までの修繕経費（市対応分） 

開館から現在までの改修等にかかった経費の総額は、約４億 5,300万円となっている。 

 

年  度 主な改修・修繕内容 金額（円） 

平成１４年度   

平成１５年度 水風呂系統への冷却設備機器設置に伴う電気設備工事 18,900,000 

平成１６年度 機械室内送風機（２台）・圧力扇（４台）設置等  6,090,000 

平成１７年度    

平成１８年度 和風風呂改修等 19,215,000 

平成１９年度     

平成２０年度     

平成２１年度 サウナ改修等 6,043,800 

平成２２年度 スパゾーン天井内排気ファン機器交換（全 10台）等 4,305,000 

平成２３年度     

平成２４年度 【大規模改修工事】 93,627,996 

平成２５年度 スパゾーン・圧注風呂ろ過装置交換等 12,191,968 

平成２６年度 建具等改修等 8,524,224 

平成２７年度 破風塗装修繕 《修繕》 6,534,000 

平成２８年度 温泉施設温水１次ポンプ交換修繕等 13,036,680 

平成２９年度 【大規模改修工事】 252,596,933 

平成３０年度 浴槽系統温度計等 2,813,676 

令和元年度 温水ポンプ交換修繕等 2,770,889 

令和２年度 漏水修繕等 970,981 

令和３年度 ろ過装置ろ材交換修繕等 5,231,425 

令和４年度 蒸気発生器修繕、雨漏り修繕等 773,300 

合   計 453,625,872 
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２－４－４ 今後の必要経費 

令和元年度実施の施設調査結果に基づく修繕・改修計画によると、今後 20年間で想定される修

繕費等の必要経費は、約７億 3,000万円と想定される。 

 

※令和 11年度以降については、毎年度修繕に係る経費 

 

  

年  度 修繕費（千円） 内  容 

令和５年度 

～令和 10年度 

 8,113 実施設計費 

 162,247 令和 10年度までに見込まれる経費 

令和 11年度 3,633   衛生器具 

令和 12年度 440   電気設備 

令和 13年度 2,176   給湯 

令和 14年度 5,255   空調、給湯、電気設備 

令和 15年度 452,606   空調、給水、ろ過等 

令和 16年度 1,574   空調、電気設備 

令和 17年度 10,474   排水 

令和 18年度 7,437   風呂、電気設備 

令和 19年度 10,936   空調、給湯、ろ過 

令和 20年度 18,039   空調、風呂、給湯、ろ過等 

令和 21～24年度 47,409   空調、給水、給湯、ろ過等 

合  計 730,339    



32 

２－４－５ 令和５年度施設調査 

令和５年４月に、竣工図面等による書類調査のほか、現地目視調査、前指定管理者へのヒ

アリング調査を実施し、施設及び設備の現状の調査を行った。 

結果、本施設を再開する際は、循環方式の変更、浴槽仕上げの改善の必要性が明らかにな

った。このほか、地下 1 階機械室の機器の密集による設備機器更新の際の費用等の増加や現

在の電気料金システムとそぐわない空調設備による電気料金の増加等の懸念がある。 

 

■還水槽について（地下機械室下ピット内） 

プールや風呂のオーバーフロー水については、地下機械室下のコンクリートピット内の

「還水槽」で回収し再循環する方式（還水槽方式）としている。 

東京都の通知による技術基準では、レジオネラ菌対策として「浴槽からあふれた湯水を再

利用しない構造であること（浴槽のオーバーフロー水は、すべて排水される構造とし、回収

槽を設けないこと）」とあり、保健所及びろ過器メーカーにも確認を行ったところ、プール

からのオーバーフロー水については現状の還水槽方式としても良いが、浴槽からのオーバー

フロー水について、今後は再利用せずに排水する構造とする必要があるとの回答であった。 

そのため、高温浴槽、低温浴槽、イベント風呂、水風呂、露天風呂の 5 系統の循環システ

ムについて、今後循環方式を変更する必要がある。 

 

【ろ過フロー模式図及び変更概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

× ろ過器 
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× 

温泉水は還水槽を介さず

ろ過器還水管へ直接接続 

オーバーフロー水は 

循環させずに排水 

浴槽 浴槽 
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還水槽 

（補助水槽） 

温泉水 
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温泉水 

オーバーフロー水 

還水 還水 
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往 

地下ピット図 
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■浴槽仕上げの状況について 

現在、洋風風呂、和風風呂及びプールの防水層について破断の可能性があり、応急的な

対応として水中ボンドにて仕上げ部分の補修を行っているが、現在の状況ではレジオネラ

菌の発生のリスクがあり、対策として塩素量を増やす対応を行っている。 

令和元年度調査では、耐用年数を 20 年と想定し、令和 10 年度までに改修を要するもの

として位置付けられているが、営業再開する場合、防水層の更新は必要不可欠である。 

 

【例：洋風風呂応急対応状況（水中ボンドによる漏水対応）】 
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２―５ 市場動向 

各種資料や事例研究により、商圏環境、競合環境、温浴施設の動向等について整理し、市場

環境動向の把握及び分析を行った。 

 

２―５―１ 商圏環境 

事業者ヒアリング、専門家意見、利用状況等を踏まえ、本施設の商圏環境について、以下

のとおり設定した。 

本施設の商圏人口そのものは厚く、期待される人口規模を上回っている。車到達 15 分圏

内には類似の施設は立地しないが、同 20 分圏内には類似の温浴施設が複数立地することに

加え、プールなど一部機能が類似する施設も立地している。 

基本となる商圏内には競合施設は少ないが、一定程度広域からの集客を想定した施設で

あることを踏まえると、競合環境が厳しい。 

 

 商圏設定の考え方 期待される人口規模※ 

車到達 10 分圏  車で 10 分以内に到達できるエリア 

 地元住民を中心に、日常利用が期待できる

エリア 

－ 

車到達 15 分圏  車で 15 分以内に到達できるエリア 

 地元住民を中心に、土・日・祝日を中心と

した利用が期待できるエリア 

10 万人 

車到達 20 分圏  車で 20 分以内に到達できるエリア 

 利用頻度は低いものの、土・日・祝日を中

心に、利用が期待できるエリア 

－ 

 [※株式会社アクトパス ホームページより] 

 

 車到達 10 分圏 車到達 15 分圏 車到達 20 分圏 

人口総数 55,851 人 155,072 人  325,817 人  

 

０～14 歳 7,716 人      20,263 人  39,678 人  

15～64 歳 33,765 人   91,955 人  191,094 人  

65 歳以上 13,586 人  41,127 人  89,503 人  

世帯数 22,506 世帯 66,243 世帯  139,245 世帯 

主な競合施設 
なし なし ・湯楽の里（昭島市） 

・富士見湯（昭島市） 

備考 

武蔵村山市、東大和市 左記に加え、立川市、 

瑞穂町、所沢市 

左記に加え、昭島市、小

平市、東村山市、羽村

市、入間市 
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【商圏における人口分布】 

 

 

【商圏における世帯数分布】 
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２－５－２ 周辺エリアにおける競合施設との比較 

周辺市町に立地する温浴施設、計 12 施設について、施設概況等を整理し、分析を行った。

本施設の優位性として、近隣にアスレチックやハイキングといった、アウトドア系アクティ

ビティが可能な都立野山北・六道山公園が位置することが挙げられる。コロナ禍以降需要が

高まるアウトドア系アクティビティと温泉利用を連携させることで、家族連れ、若者に訴求

することができる。 

一方で、優位性がないと考えられる点については、プールに面積が割かれており、他設備

が近年の温浴施設のトレンドに対応できていないこと、温泉とプールの利用料金が一体で

あること、公共交通機関によるアクセスが困難であること、プールに係る人件費や設備維持

費といった経費が利用実態と見合っていないことが挙げられる。 

 

■周辺市町における温浴施設の立地状況 

 

【施設分布図】 
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■本施設の優位性の検証 

優位性 項目 評価理由 

優位性あり  近隣の公園で、アスレチック

やハイキングなど、アウトド

ア系アクティビティを楽し

むことができる。 

コロナ禍以降需要が高まるアウトドア

系アクティビティと温泉利用を連携さ

せることで、家族連れ、若者に訴求する

ことができる。 

優位性なし  風呂が狭く、種類が少ない。 

 岩盤浴がない。 

 休憩スペースが長時間滞在

に適していない。 

プールに面積が割かれており、他設備が

近年の温浴施設のトレンドに対応でき

ていない。 

 温泉とプールの利用料金が

一体になっている。 

収支に大きく影響する利用料金の収入

に貢献していない。 

他施設では、岩盤浴など付加機能の利用

料金は別料金になっている。 

 鉄道、バスによるアクセスが

困難である。 

市内に鉄道駅が存在せず、施設前に停車

するバスの本数も限られているため、ア

クセス手段が限定的である。 

 プールの維持管理費がかか

る。 

公園帰りに利用する家族連れ、健康維持

のために利用する高齢者からは評価が

高いが、全体の３割しかプールを利用し

ておらず、設備維持費、監視員などに係

る人件費に見合っていない。 

その他要素 

 

 レストランのメニュー内容 レストランの利用率は全体の４割、満足

度は「満足」「やや満足」を合わせると７

割近いが、メニュー数や、メニュー内容

の改変を求める声も多く、改善すること

で客単価の上昇が見込める。 
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２－５－３ 事例分析 

近年開業した温浴施設及び本施設と類似の運営形態の温浴施設について事例調査を行い、

運営上の工夫や集客力向上のための方策等について分析を行った。最近の温浴施設のトレン

ドとしては、以下の３点が挙げられる。それぞれについて主な事例を整理した。 

 

①アウトドア系アクティビティと連携している施設の事例  

【市場動向】 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、三密回避のレジャーとして、キャンプやグ

ランピングが活況。平成 22 年から続くアウトドアブームに拍車がかかるなか、テント

サウナなどの移動式サウナを設置しての営業やイベントも盛んに行われている。 

 ひとつの施設でアウトドアと娯楽を完結できる「タイムパフォーマンス」の良さを重

視した施設づくりがトレンドとなっている。 

 若者層は入浴そのものが目的ではなく、遊びと遊びの間に挟む「つなぎのレジャー」と

して温浴施設を利用している。他の娯楽、アクティビティとの連携を充実させること

で、「つなぎのレジャー」的側面を強化している。 

【事例】 

◆「グランピング♨︎テルマー湯 東松山滑川店」（埼玉県比企郡） 

 グランピング施設に併設された温浴施設。 

 温浴施設以外にも、フィットネス、カラオケ、麻雀、まんが、エステなど、多様なコン

テンツが用意されている。 

◆「DOAI VILLAGE」（群馬県利根郡）  

 群馬の無人駅のグランピング施設。 

 アウトドアでのフィンランドサウナが楽しめるほか、バードウォッチング、スノーサ

ーフなど、アクティビティのアウトドアエキスパートとタッグを組んだツアーを開催

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【温浴施設のトレンド】 

①主に、ファミリーや子ども連れをターゲットとし、アウトドアやキャンプ等の『ア

ウトドア系アクティビティと連携している施設』 

②レストラン、休憩ルーム等が充実した『長時間滞在型の施設』 

③昨今のサウナブームを踏まえ、多様な風呂に加え、『サウナや岩盤浴等の付加機能

を拡充した施設』 

(グランピング♨︎テルマー湯 東松山滑川店) (DOAI VILLAGE) 
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②長時間滞在型の施設の事例  

【市場動向】 

 温浴施設の休憩スペースは、長机やリクライニングチェアを一律に並べた空間から、

にぎやかに過ごしたい人、静かにくつろぎたい人、子どもから年配者、一人客からカッ

プル、グループまでそれぞれが満足できるよう、多様性に十分配慮した空間づくりが

時代の流れとあいまって重要になっている。 

 平成 25 年にブランド展開をスタートした㈱温泉道場の『おふろ café』は、長時間滞在

型サービスの先駆け。「カフェにお風呂がついている」というコンセプトで設計。 

 他施設においても、個室、ソファ、キッズルーム、コワーキングスペースなど、多様な

年齢層、過ごし方に配慮した空間づくりがトレンドとなっている。 

 また、併設するレストランにおいては、地産地消のメニューやサウナー専用メニュー

の提供、マルシェの開催等を行うことで、滞在時間とともに客単価を上げる工夫が取

り入れられている。 

【事例】 

◆「おふろ café かりんの湯」（千葉県香取市） 

 グランピングなどが楽しめる『THE FARM』内の温浴施設をリニューアル。 

 個室、ソファ、キッズルーム、コワーキングスペースなど、多様な年齢層、過ごし方に

配慮した空間づくりとなっている。他にも Wi-Fi、電源、コーヒー、電動マッサージ、

コミック・雑誌、デトックスウォーターが無料で利用できる。 

 レストランでは、『THE FARM』内で採れた野菜のスムージー、銚子産の魚を使用した

プレート等地産地消メニューにより、付加価値をつけるとともに、客単価アップに取

り組んでいる。 

◆その他 

 

〇「スパメッツァおおたかの森」 

(千葉県流山市) 

・サウナー専用メニューの提供 

〇「盛岡バスセンター」(岩手県盛岡市) 

 ・地元のパン屋、魚屋などが並ぶマルシェコーナー 
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③サウナや岩盤浴等の付加機能を拡充した施設の事例 

【市場動向】 

 サウナブームが定着しつつあり、新たな事業形態の展開がみられるとともに、付加サー

ビスも増加しつつある。 

 （新事業形態の例） 

  貸切個室タイプ  移動式タイプ    客室内タイプ    男女共用タイプ 

 （付加サービスの例） 

  アウフグース   ミュージックロウリュ アカスリ 

 露天・内湯ともに湯の種類、外観、シチュエーションなど、バリエーションを持たせた

浴槽づくりがトレンドとなっている。 

 最近では、ヘビーユーザーも満足できる新規性や話題性を備えたサウナ、水風呂、とと

のいスペースの工夫がみられる。 

【事例】 

◆「スパメッツァおおたかの森」(千葉県流山市) 

 “今行くべき全国サウナ”「SAUNACHELIN（サウナシュラン）2022」全国 1 位受賞。サ

ウナ専門施設や宿泊施設以外では初の受賞。 

 15 種の風呂、６種の岩盤浴に加え、３種のサウナと３種の深さと温度の異なる水風呂を

備える。５基のサウナストーブを備えた「ドラゴンサウナ」が目玉。５台のストーブが

10 分おきにロウリュをスタートする。 

 

------------------------------------------------------------------------- 

参照 

「月刊レジャー

産業資料」（綜合

ユニコム） 

温浴施設“強みを磨く”最新開発トレンド 令和４年 12 月号 

グランピング大競合時代に求められる体験価値とは 令和４年７月号 

サウナ「+α」の魅力づくり 令和４年５月号 

温浴ビジネス新規マーケット獲得の時 令和４年４月号 

温浴ビジネス 機能拡充、複合化による収益アップ策 令和３年４月号 

転換期の温浴ビジネス 令和２年２月号 

「温浴施設データファイル 2022」（綜合ユニコム） 令和３年 10 月 
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２―６ 現状と課題の整理 

 

本施設は、「市民の健康を維持増進するとともに、多世代間の交流を促進し、併せて観光の

振興を図り、もっていきいきとした地域社会の形成に資する」ことを目的に整備され、武蔵村

山市の上位計画・関連計画においては、貴重な観光資源としての位置付けがなされている。実

際、本施設は、長きにわたり、市内の高齢者を中心に日常的に利用されるとともに、多くの市

外居住者にも利用され、その役目を一定程度、果たしてきたといえる。そして、今後も、周辺

の豊かな自然環境や近隣の多様な施設と一体となり、「憩いの核」の中心として、交流エリア

の形成が期待されている。 

しかしながら、本施設の年間利用者数、収入は減少傾向にあり、年間利用者数は開業当時の

半数まで低減し、収支は平成 16 年度以降、赤字が続いている。特に、近年では、新型コロナ

ウイルス感染症の影響もあり、夜間の利用が減少しており、収支に影響を与えている可能性が

ある。また、こうした状況等もあり、令和５年度以降の指定管理者募集においては、民間事業

者から応募がなく、選定に至らなかったが、本施設の管理運営においては、民間事業者の活用

が不可欠であることから、施設の存続に向けては、民間事業者の意向を踏まえた事業手法・条

件等の見直しが重要である。 

また、定期的に大規模改修を実施しているものの、施設や設備の老朽化が進んでおり、施設

の存続に当たっては、一定規模の改修が必要である。さらに、周辺環境より、一定のマーケッ

トが期待できるものの、利用者が本施設に期待する施設（機能）や、最近の温浴施設の市場動

向を踏まえると、本施設の機能の陳腐化が見られ、ハード・ソフト両面において、施設の見直

しが必要である。特に、プールについては、人件費や光熱水費に与える影響が大きく、公園帰

りに利用する家族連れ、健康維持のために利用する高齢者からは評価が高いものの、利用率は

全体の３割に留まっていることから、今後の在り方について留意が必要である。 
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３ 温泉施設の今後の在り方に関する検討 

 

３―１ シナリオによる検討 

本委員会では、本施設の今後の在り方を議論するに当たり、改修費用の目安や収支変動要素

を把握するとともに、民間事業者からヒアリングする際、改修内容に対する意見を引き出す素

材とするため、いくつかのシナリオ案を設定することとした。 

 

３―１―１ シナリオの設定 

本施設の現況等を踏まえ、次のとおりシナリオ案を設定した。 

 

■本施設の特性を踏まえた前提条件 

本施設の特性を踏まえ、次のとおり、シナリオ設定に当たっての前提条件を整理した。 

 

(1) 立地及び敷地条件 

本施設は市街化調整区域内に立地しており、増築・改築・用途変更を行う場合、一定の制

限がかかること、既存施設においては、既に建蔽率をほぼ消化していることが条件として挙

げられる。 

 

 建蔽率 容積率 建築物の高さ 

都市計画 30％ 50％ 10m 

既存施設 28.2％ 27.6％ 9.6m 

 

(2) 温泉施設の収支構造 

温泉施設においては、支出に対して光熱水費等固定費の割合が高く、また利用者数や営業

日数の増減によらず、一定の費用がかかるため、収支改善に向けては、収入の増加及び支出

の減少に資する対策が必要である。 

 

収入の増加 

主な対策として、①利用者数の増加、②一人当たり単価の上昇が考えられる。 

①利用者数の増加については、「現在の利用者層を踏まえ、現利用者層の満足度を高め利

用頻度を増やすこと」「新たなニーズを満たし新規利用者を獲得すること」を検討する必要

がある。 

②一人当たり単価の上昇については、利用料金の値上げ（例：プール利用料金の加算等）、

施設内消費の喚起（例：レストランの高付加価値化による利用単価アップ等）を検討する必

要がある。 

 

支出の減少 

固定費について、効率化（例：設備の省エネ化等）を進める一方で、営業時間や人員配置

の見直しによる人件費圧縮等とともに、利用者数の増加による利用者当たりの支出の低減に

ついて検討する必要がある。 
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■本施設の方向性（仮説） 

本施設について、内部環境と外部環境から強み・弱み・機会・脅威の４つの項目について

整理し、本施設の方向性について仮説を設定した。 

 

(1) 本施設の特徴の整理 

現況や調査結果を基に、本施設について、内部環境と外部環境から強み・弱み・機会・脅

威の４つの項目について整理した。 

 

 

(2) 本施設の特徴を踏まえた本施設の方向性（仮説） 

強み・弱み・機会・脅威の掛け合わせにより想定される状況を踏まえ、本施設の取り得る

方向性について仮説を設定した。 
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■検討委員会で設定するシナリオ案 

本施設の方向性を踏まえ、次のとおりシナリオ案を整理した。 

 

(1) 前提条件 

シナリオ検討の前提条件を以下のように設定する。 

 公共施設であり、武蔵村山市の健康増進拠点、観光拠点として活用する 

 都市計画条件を満たす（市街化調整区域） 

 建築条件を満たす（建蔽率 30％、容積率 50％、高さ 10ｍ） 

 

(2) 各シナリオ共通事項 

既存施設の状態でも対応可能な、以下の収支改善策（ソフト対策）を各シナリオ共通で実

施すると仮定する。 

 人件費高騰や光熱水費値上がり等を背景にした利用料金設定の見直し 

 改修に伴う利用者数の増減を踏まえた、利用料金収入、レストラン売上の見直し 

 営業時間短縮やプール廃止に伴う人件費の見直し 

 改修に伴う光熱水費の見直し 

 

(3) シナリオ案 

分析結果を踏まえ、ターゲットやコンセプトを想定し、４つのシナリオを設定した。各シ

ナリオについて、概略配置プラン、概略収支、経済波及効果、実現手法を検討、また、事業

性を検証し、本施設の改廃についてとりまとめた。 

 

  
シナリオ１（積極的集客案） 

積極的な投資を行い、プール部分等

に主に新規利用者をターゲットとし

た機能を導入し（プール廃止）、屋外

空間に機能・サービスを導入する。 

シナリオ 2（リピーター拡大案） 

一定の投資を行い、プール部分に主

に現利用者層をターゲットとした付

加機能を拡充する（プール廃止）。 

シナリオ 3（周辺利用者取込み案） 

プールは存続させたまま、屋外空間

には周辺施設の利用者をターゲット

とした機能・サービスを導入する。 

シナリオ 4（経費削減案） 

プール部分に大きな投資を伴わない

休憩スペースやフィットネススタジ

オなどを導入する（プール廃止）。 

強み×機会 

（強みを生かして、機会を最大限に生かす） 

周辺施設を利用するファミリー層や感度の高い層

のニーズを満たし、広域から本施設を目的とする

新規利用者を獲得する 

弱み×機会 

（弱みを改善し、機会に挑戦する） 

本施設の収支・設備面を改善するとともに、周辺ア

クティビティ利用者等の立寄り需要を喚起する 

強み×脅威 

（強みを生かして、脅威の影響を避ける） 

現利用者層の満足度を高め、現利用者の利用頻度

（リピーター）を増やす 

弱み×脅威 

（弱みを改善し、脅威の影響を最小限にとどめる） 

利用頻度の低い施設・サービスの廃止等を行い、施

設の縮小を図る 
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３―１―２ 各シナリオの概略計画の検討  

各シナリオについて、ターゲットやコンセプトを踏まえ、概略改修プランを検討するとと

もに、概略改修プランを基に整備費の概算を行った。なお、本検討における概算費用は、設

備設計事務所へのヒアリングや他事例等を参考に設定したものであり、比較検討のための参

考値であることに留意されたい。 

 

■シナリオ１（積極的集客案） 

(概要) 

屋内空間は、プールを廃止し、積極的な投資により、代替として幅広い新規利用者をター

ゲットとした寝湯、ジェットバス、一人用風呂などといった浴槽の種類を拡充する。屋外空

間は、エントランスや駐車場エリアを改修し、オープンテラスや BBQ サイトを新設する。 

(概略改修プラン)  

 

(概算整備費) 

〇浴室部分の改修費 

〇プール部分の改修費 

項目 概要 概算費用（税込） 考え方（単価は税別） 

③プール解体費 既存プールの解体 約 6,100千円 

他民間工事における解体撤去工事

費を参考に単価を設定 

約 370㎡×約 15千円/㎡ 

④機能拡充費 
ジェットバス、一人用

風呂、寝湯、家族風
約 244,200千円 

本施設の建設当時（平成 12 年）の

工事費用を参考に建設工事費デフ

項目 概要 概算費用（税込） 考え方（単価は税別） 

①オーバーフロー

水対応工事費 

循環システムの改修

（５系統） 
約 3,900千円 

設備設計事務所ヒアリング結果を元

に単価を設定 

5系統×約 700千円/系統 

②防水層工事費 
防水改修、仕上げ材

の更新（２箇所） 
約 27,800千円 長期修繕計画を元に設定 

〇屋外空間イメージ① 

改修メニュー：テイクアウト・オープンエアー飲食店導入 

〇プール（スパゾーン）改修イメージ 

改修メニュー：ジェットバス、一人用風呂、 

         寝湯、家族風呂、大浴場等 

種類拡充 

〇屋外空間イメージ② 

改修メニュー：BBQサイト、RVパークとの連携 
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呂、大浴場等 機能

拡充 

レーター（国交省）により令和 4年時

点に補正を行い算出した工事費単

価を参考に設定 

約 370㎡×約 600千円/㎡ 

〇屋外空間の整備費 

項目 概要 概算費用（税込） 考え方（単価は税別） 

⑤什器備品購入

費 

パラソル、椅子、テー

ブル等一式購入 
約 2,200千円 備品等販売価格を元に設定 

⑥BBQ サイト整備

費 

サイト外構整備、備

品購入 
約 22,600千円 

他自治体事例の整備費用を参考に

単価を設定 

約 410㎡×約 50千円/㎡ 

＜整備費合計＞                      約 306,800 千円（税込） 

 

■シナリオ２（リピーター拡大案） 

(概要) 

屋内空間について、プールを廃止し、一定の投資により、代替として現利用者層をターゲ

ットとしたサウナや岩盤浴などの付加機能を拡充する。 

(概略改修プラン) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(概算整備費) 

〇浴室部分の改修費 

 

項目 概要 概算費用（税込） 考え方（単価は税別） 

①オーバーフロー

水対応工事費 

循環システムの改修

（５系統） 
約 3,900千円 

設備設計事務所ヒアリング結果を元

に単価を設定 

5系統×約 700千円/系統 

②防水層工事費 
防水改修、仕上げ材

の更新（２箇所） 
約 27,800千円 長期修繕計画を元に設定 

〇プール（スパゾーン）改修イメージ 

改修メニュー：サウナ拡充、岩盤浴整備 
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〇プール部分の改修費 

項目 概要 概算費用（税込） 考え方（単価は税別） 

③プール解体費 既存プールの解体 約 6,100千円 

他民間工事における解体撤去工事

費を参考に単価を設定 

約 370㎡×約 15千円/㎡ 

④機能拡充費 サウナ・岩盤浴整備 約 122,100千円 

他自治体事例の整備費用を参考に

建設工事費デフレーター（国交省）

により令和 4年時点に補正を行い算

出した工事費単価を参考に設定 

約 370㎡×約 300千円/㎡ 

＜整備費合計＞                      約 159,900 千円（税込） 

 

■シナリオ３（周辺利用者取込み案） 

(概要) 

隣接する公園等の利用者をターゲットとする。プールは存続し、屋外空間に、周辺施設の

利用者をターゲットとしたオープンテラスや BBQ サイトを導入する。 

(概略改修プラン) 

 

 

 

 

 

（概算整備費） 

〇プール（スパゾーン）・浴室部分の改修費 

  

項目 概要 概算費用（税込） 考え方（単価は税別） 

①オーバーフロー

水対応工事費 

循環システムの改修

（５系統） 
約 3,900千円 

設備設計事務所ヒアリング結果を元

に単価を設定 

5系統×約 700千円/系統 

②防水層工事費 
防水改修、仕上げ材

の更新（３箇所） 
約 41,400千円 長期修繕計画を元に設定 

z 

〇屋外空間イメージ② 

改修メニュー：BBQサイト 
〇屋外空間イメージ① 

改修メニュー：テイクアウト・オープンエアー飲食店導入 

〇プール（スパゾーン）存続 
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〇屋外空間の整備費 

項目 概要 概算費用（税込） 考え方（単価は税別） 

⑤什器備品購入

費 

パラソル、椅子、テー

ブル等一式購入 
約 2,200千円 備品等販売価格を元に設定 

⑥BBQ サイト整備

費 

サイト外構整備、備

品購入 
約 22,600千円 

他自治体事例の整備費用を参考に

単価を設定 

約 410㎡×約 50千円/㎡ 

＜整備費合計＞                       約 70,100 千円（税込） 

 

■シナリオ４（経費削減案） 

(概要) 

利用頻度の低いプールを廃止し、最小限の投資により、休憩スペースやフィットネススタ

ジオなどの機能を導入する。 

(概略改修プラン) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(概算整備費) 

〇浴室部分の改修費 

〇プール部分の改修費 

項目 概要 概算費用（税込） 考え方（単価は税別） 

③プール解体費 既存プールの解体 約 6,100千円 

他民間工事における解体撤去工事

費を参考に単価を設定 

約 370㎡×約 15千円/㎡ 

 

項目 概要 概算費用（税込） 考え方（単価は税別） 

①オーバーフロー

水対応工事費 

循環システムの改修

（５系統） 
約 3,900千円 

設備設計事務所ヒアリング結果を元

に単価を設定 

5系統×約 700千円/系統 

②防水層工事費 
防水改修、仕上げ材

の更新（２箇所） 
約 27,800千円 長期修繕計画を元に設定 

〇プール（スパゾーン）改修イメージ 

改修メニュー：休憩スペース、 

         スタジオ等整備 
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④機能拡充費 
休憩スペース等整

備 
約 81,400千円 

本施設の建設当時（平成 12 年）の

工事費用を参考に建設工事費デフ

レーター（国交省）により令和 4年時

点に補正を行い算出した工事費単

価を参考に設定 

約 370㎡×約 200千円/㎡ 

＜整備費合計＞                      約 119,200 千円（税込） 

 

■（参考）本施設を廃止した場合の概算費用 

項目 概要 概算費用（税込） 考え方（単価は税別） 

建物解体工事費 建物解体 約 115,600千円 
他自治体事例の工事費用を

参考に単価を設定 

約 1,910㎡×約 55千円/㎡ 

外構解体撤去費 外構解体 約 65,600千円 
他自治体事例の工事費用を

参考に単価を設定 

約 4,970㎡×12千円/㎡ 

合    計  約 181,200千円  



50 

３―１―３ 管理運営収支の概算 

各シナリオについて、機能更新の内容・規模を踏まえ期待される利用者数を設定し、収入・

支出諸元について変化を想定して概算を行った。なお、本検討における概算費用は、一定の

条件を仮定し試算したものであり、比較検討のための参考値であることに留意されたい。 

 

■概算費算定項目 

 基準年度は、新型コロナウイルス感染症拡大前の平成 30 年度とする。 

 収支構成比を踏まえ、以下の項目を変動要因とし、シナリオ別の変化を検証する。 

 

収入 特に構成比割合の高い、利用料金収入（55.8％）、レストラン売上（26.6％）

を変動要因とする 

支出 特に構成比割合の高い、人件費（32.8％）、光熱水費（36.2％）を変動要因と

する 

   ※ （ ）内の数値は、平成 30年度収支における割合 

 

■概算費算定方法 

【収入】  

(1) 利用料金収入 

①利用料金設定の見直しによる変化 

 利用料金収入＝利用料金値上げ額×基準年利用者数 

◎利用料金値上げ額 

事例（周辺類似施設）における値上げ状況を踏まえ、平均して 50 円/人の値上げを

想定 

◎基準年利用者数 

基準年となる平成 30 年度利用者数（158,958 人） 

 

②改修に伴う利用者数増減による変化 

利用料金収入＝利用料金×想定利用者数 

◎利用料金 

平成 30 年度平均利用料金（680 円）に値上げを加味し、730 円と設定 

◎想定利用者数 

基準年となる平成 30 年度利用者数（158,958 人）を踏まえ、シナリオ毎に次の仮

設に基づき設定 

シナリオ１ 【基本的な考え方】 

新規利用者を拡大するシナリオのため、商圏を踏まえた仮説を設定 

【変動要素】 

・現在の商圏内（車到達 20 分圏と仮定）人口の 20％が新規に来館する

と仮定（65,163 人/年増） 

・プール廃止に伴い、利用者数が 15％減少すると仮定（23,844 人/年減） 

➡想定利用者数：200,277 人 

シナリオ２ 【基本的な考え方】 

リピーターを拡大するシナリオのため、現在の利用者層を踏まえ仮説を

設定 
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【変動要素】 

・利用者聴き取り調査結果より、利用頻度が中程度（２か月～半年に１

回程度の利用者層、全体の 28.9％）の利用頻度を年１回増やすと仮定

（45,939 人/年増） 

・プール廃止に伴い、利用者数が 15％減少すると仮定（23,844 人/年減） 

➡想定利用者数：181,053 人 

シナリオ３ 【基本的な考え方】 

周辺施設（野山北・六道山公園等）の利用者を取り込むシナリオのため、

現在の野山北・六道山公園の利用者数を踏まえ仮説を設定 

【変動要素】 

・公園利用者（利用者聴き取り調査結果を踏まえ、既に本施設に立ち寄

っていると想定される人数を除く）の 10％が本施設に立寄り利用する

と仮定（20,783 人/年増） 

➡想定利用者数：179,741 人 

シナリオ４ 【基本的な考え方】 

整備される施設（スタジオ等）の想定利用者層を踏まえ仮説を設定 

【変動要素】 

・市内高齢者の半数が平均して 1 年に 1 度来館すると仮定（9,587 人/

年増） 

・プール廃止に伴い、利用者数が 15％減少すると仮定（23,844 人/年減） 

➡想定利用者数：144,701 人 

 

 ③付加機能利用料の設定による変化【シナリオ２のみ】 

  付加機能利用料収入＝想定利用者数×新機能利用率×割増料金 

  ◎想定利用者数 181,053 人 

  ◎新機能利用率  

各種温浴施設における主な有料付帯機能の利用率を示したデータである「付帯機能

の利用率（2020 年度）」[出典：「温浴施設データファイル 2022」（綜合ユニコム）]よ

り、公共施設における岩盤浴等の着衣サウナ利用率は 12.5％と設定 

  ◎割増料金  

周辺の類似施設における機能利用に伴う割増料金を踏まえ、450 円と設定 

 

(2) レストラン売上 

 ①レストラン売上増減による変化 

レストラン売上＝基準年売上×平成 30 年度利用者数に対する利用者数伸び率 

◎基準年売上 

平成 30 年度のレストラン売上 51,665 千円 

◎平成 30 年度利用者数に対する利用者数伸び率 

シナリオ１ 126％＝200,277 人/158,958 人 

シナリオ２ 114％＝181,053 人/158,958 人 

シナリオ３ 113％＝179,741 人/158,958 人 

シナリオ４ 91％＝144,701 人/158,958 人 

 

 



52 

②屋外空間利用による変化 

 屋外利用による収入＝想定利用組数×ＢＢＱサイト利用料 

◎想定利用組数 

４月～10 月の土・日・祝日（69 日間）を営業日とし、1 日当たり稼働率は、アウ

トドア専門の経営コンサルティングサイトの情報を参考に８割と仮定（１日当たり８

組、計 552 組） 

◎ＢＢＱサイト利用料 

他施設事例より、１組 7,000 円と仮定（大人 2,500 円×２名、子ども 1,000 円×２

名を１組とする） 

 

【支出】  

(1) 人件費 

 下記の考え方により概算を行った結果を基準とし、昨今の人件費高騰を考慮し、平成 30

年度から令和４年度までの東京都最低賃金の変動率（1.1 倍）を加味した。 

①営業時間短縮による変化 

人件費＝基準人件費×営業時間短縮割合 

◎基準人件費 

平成 30 年度人件費（72,635,970 円）※シナリオ３以外はプール監視員人件費を除く 

◎営業時間短縮割合 

営業時間を午前 10 時～午後 11 時（13 時間）から午前 10 時～午後９時（11 時間）

に短縮したと仮定（約 15％減） 

 

②プール廃止による変化 

プールに係る人件費＝平成 30 年度プール監視員人件費（12,475,423 円） 

 

(2) 光熱水費 

下記の考え方により概算を行った結果を基準とし、昨今のエネルギーコストの高騰を考慮

し、平成 30 年度から令和４年度までの消費者物価指数の変動率（1.2 倍）を加味した。 

シナリオ１ 想定光熱水費 

＝（平成 30 年度光熱水費－プール相当分）×風呂面積増加率（約 33％増加） 

＝（80,198 千円－8,789 千円）×1.33 ➡94,974 千円/年 

シナリオ２ 想定光熱水費 

＝（平成 30 年度光熱水費-プール相当分）＋新機能導入による増加分 

＝（80,198 千円－8,789 千円）＋8,772 千円 ➡80,181 千円/年 

※新機能部分は、岩盤浴：約 165 ㎡、サウナ：約 25 ㎡、水風呂等：約 175

㎡と仮定し、他施設事例より想定される光熱水費を設定 

シナリオ３ 想定光熱水費 

＝平成 30 年度光熱水費 ➡80,198 千円/年 

シナリオ４ 想定光熱水費 

＝平成 30 年度光熱水費－プール相当分 

＝80,198 千円－8,789 千円 ➡71,409 千円/年 
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３―１―４ 各シナリオのまとめ 

各シナリオの改修・収支見直し内容の概要、及び概算結果一覧は、次のとおりである。 

 

【各シナリオの改修・収支見直し内容の概要】 
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【各シナリオの概算結果一覧】 
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３―１―５ シナリオ検討結果を踏まえた傾向の分析 

各シナリオについて、概略改修プランを基に整備費及び管理運営収支の概算を行った結果、

以下の傾向を確認した。 

なお、以下の傾向は、あくまでも一定の前提条件を仮定し試算した結果を分析したもので

あることに留意されたい。 

 

【整備段階】 

 本施設を再開するに当たっては、循環方式の変更、防水層の更新が必須となり、いずれ

のシナリオにおいても、3,200～4,500 万円程度の改修費用が必要となる。 

 新規機能の導入やエントランス・駐車場エリアの改修については、その内容により、費

用は様々であるが、概ね、休憩スペース・スタジオ、サウナ・岩盤浴、風呂の順に費用

が高くなると想定される。 

 本施設を廃止する場合についても、建物及び外構の解体工事・撤去費として、約 1 億

8,200 万円程度が必要となり、場合によっては、本施設を存続するよりも廃止する方が

費用がかかると想定される。 

 

【管理運営段階】 

 収入については、平均して 50 円程度の値上げであっても、年間 800 万円程度の収入増

が見込めるため、収支改善に一定の効果があるといえる。 

 岩盤浴等の新規機能を導入した場合は、別途利用料金を徴収することが一般的であり、

本施設においても、別途利用料金を設定することで、収入増が期待される。 

 一方で、プールを廃止した場合は、一定の利用者数が減少し、収入減が想定されるため、

何らかの代替機能やサービスを導入し、利用者数の減少を抑えるための工夫をしなけれ

ば、支出が大きく減少したとしても、収支の改善幅は小さくなる可能性がある。 

 また、レストラン売上や屋外空間利用の変化が、収入増に影響していることから、シナ

リオによらず、レストラン利用等の利用料金以外の収入を増やすことが、収支改善にお

いて重要といえる。 

 支出については、営業時間短縮により年間 900 万円程度の支出減が見込めるため、収

支改善に一定の効果があるといえる。 

 プールを廃止した場合、プール監視員が不要となることから、年間 1,200 万円の支出減

が見込めるため、収支改善に大きな効果が期待される。 

 光熱水費については、風呂が最も大きく、プールとサウナ・岩盤浴とではあまり費用に

差がないことが判明した。 
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３―２ 経済波及効果等の検討  

各シナリオについて、地域経済波及効果の検討を行うとともに、温浴施設の社会的効果につ

いて考察を行った。 

 

３―２―１ 地域経済波及効果の検討 

 

■本施設の既営業年度における経済波及効果推計 

(1) 推計方法 

現施設における経済波及効果を推計するため、市内における経済波及効果を見る。狭義の経済

波及効果として、①当該施設における消費額と②当該施設外での地域消費額を合わせた額を算出

する。 

 

(2) 推計の前提条件 

来訪者が消費する財・サービスは、下記のとおり設定した。 

 

(3) 推計結果  

地域経済波及効果は、6.7億円～8.1億円と推計される。 

項目 設定方法 

①施設内消費額 

（温泉・温浴施設・レストラン・リラクゼーション） 

収支報告書の収入合計額（ただし、助成交付金

（休業協力金含む）が計上されている年度はその

金額を除く） 

②施設外地域消費額 

令和５年利用者聴き取り調査から「立ち寄った場 

所で使用する金額」の平均額を算出（3,100円）

し、利用者数を乗じた。 

【既営業年度別地域経済波及効果推計結果】 

（千円） 

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
30年度

令和
元年度

①施設内収入額 211,736 217,391 212,393 194,016 186,940

②施設外地域消費額 558,611 593,941 590,885 492,770 482,806

合計 770,347 811,332 803,278 686,786 669,746
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■施設改修後の経済波及効果推計 

 

(1) 推計方法 

現施設における経済波及効果と比較するため、市内における経済波及効果を見る。狭義の経済

波及効果として、①当該施設における消費額と②当該施設外での地域消費額を合わせた額を算出

する。 

 

(2) 推計の前提条件  

来訪者が消費する財・サービスは、下記の通り設定した。 

 

(3) 推計結果 

地域経済波及効果をシナリオ別にみると、想定利用者数が最も多いシナリオ１では 8.7億円、最も

少ないシナリオ４では、6.4億円と推計される。 

 

項目 設定方法 

①施設内消費額 

（温泉・温浴施設・レストラン・リラクゼーション） 

本調査で設定した各シナリオ（１～４）における概算

費算定の収入額（①利用料金収入、②レストラン売

上、③その他） 

②施設外地域消費額 

令和５年利用者聴き取り調査から「立ち寄った場所

で使用する金額」の平均額を算出（3,100円）し、シ

ナリオ別の想定利用者数を乗じた。 

 シナリオ１ シナリオ２ シナリオ３ シナリオ４ 

基本方針（プールの有無/

新規機能のイメージ） 

プール廃止 

(温泉拡張等) 

プール廃止 

(サウナ・岩盤浴) 

プール存続 

（屋外空間充実） 

プール廃止 

(休憩スペース等) 

①施設内収入額 249,000 235,000 228,000 187,000 

②施設外地域消費額 620,000 561,100 558,000 449,500 

合計 869,000 796,100 786,000 636,500 

【シナリオ別地域経済波及効果推計結果】 

（千円） 
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３―２―２ 社会的効果の考察 

貨幣価値に換算できない温浴施設の社会的効果として、下記のような効果が想定される。 

 

 

(1) 市民の健康増進 

体温上昇による血行促進、代謝力のアップや

免疫力アップ等の効果が期待される温浴や、プー

ルでの水泳により、体力づくりやリハビリができるな

ど、市民の健康増進が期待される。その結果、高

齢者の要介護状態の抑制や予防老人医療費の

低減につながる。           
出水市「十三奉行温泉」 

温泉サロン 

（温泉施設を活かし、体操

×温泉、グラウンドゴルフ×

温泉のプログラムを企画） 

 

 

(2) 市民の生活の質向上 

温泉やプールの利用による健康増進に加

え、日常の中で特別な時間を過ごすことによる

生活の楽しみ、意欲の向上、幸福度の高まり

等市民の QOLの向上が期待される。 

 
 

香取市「おふろ café 

かりんの湯」 

（心身ともにリラックスし

て過ごすことができる

温泉＋αの空間） 

(3) コミュニティの形成・活性化 

施設内での利用者間の会話など、利用者間で

の交流も生まれ、当該施設を拠点としたコミュニテ

ィの形成が期待される。 
 

足立区「堀田湯」 
（銭湯再生とともに地域と

連携した取組を実施） 

 

 

 

(4) 市内事業者との連携の場 

地場産品（野菜等）の販売や市内事業者に

よるサービスの提供など、地域の事業者が参

画し、情報発信や販売、マーケティング等に利

用できる拠点としての機能が期待される。 
長野県東御市「御牧乃

湯」 おんせんdeマルシ

ェ＠御牧乃湯 

（温浴施設前で地元事

業者が参加するマルシ

ェを企画） 
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３―３ 管理運営手法の検討 

本施設は、開業時から平成18年度までは市が直接運営、平成19年度以降は指定管理者制度

の活用により民間事業者が運営してきたが、更新毎に民間事業者が変更となり、令和５年度以

降の指定管理者募集においては、応募がなく、選定に至らなかった。このことから、現状では、

本施設の管理運営に対する民間事業者の参画意欲は低いと想定される。また、本施設のような

温浴施設は、民間が運営する施設も多くあり、民間事業者のノウハウや企画力が重要といえる。 

本施設を存続する場合、収支改善を図り、安定的に施設の管理運営を行うとともに、民間事

業者のノウハウを十分に発揮できる手法が求められる。今後、想定される管理運営手法を次頁

に整理する。 
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３―４ 民間事業者意向の把握 

実際に施設の管理運営に関わる立場から、本施設に対する評価・課題、改修内容案等本施設

の在り方についての考えやアイデアを把握するため、温浴施設をはじめとする公共施設の管理

運営実績を有する民間事業者や温浴施設経営を行う民間事業者にヒアリングを実施した。 

 

３－４－１ 調査の概要 

 

(1) 調査の目的 

温浴施設に係る管理運営や公民連携事業のノウハウを有する事業者に対し、本施設の現状、

改善箇所、再整備に向けた事業スキーム等についてヒアリング調査を行った。  

 

(2) 調査対象 

温浴施設をはじめとする公共施設の管理運営実績を有する民間事業者、温浴施設経営を行

う民間事業者等 

 

(3) 調査期間 

 令和５年７月３日（月）～同年８月４日（金） 

 

(4) 調査方法 

 調査対象計 10 社に対し、オンライン上で個別にヒアリングを実施した。 

 

(5) 回答状況 

属 性 件 数 

指定管理事業者 ５件 

温浴施設経営者 ４件 

商業デベロッパー １件 
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３－４－２ 調査結果の総括 

 

(1) 本施設の評価・課題 

 コンサルタントより依頼を行った２社以外は、以前のヒアリングにおいて前向きな回

答があったため市より協力依頼を行った事業者、又は問合せに応じ対象とした事業者

であり、複数の事業者が本施設に対して一定の興味関心を持っているといえる。 

 本施設に興味関心を持った理由としては、立地・施設に対する意見等から、都心から１

時間程度の距離にありながら豊かな自然に囲まれた施設環境に温浴施設としての魅

力・可能性を感じること、周囲に人口が張り付いており近隣に競合施設が少なく一定の

マーケットが期待できること等が想定される。 

 一方で、施設の老朽化・陳腐化、公共施設的な設え、アクセス性の弱さ（駅からの距離、

交通手段の不足等）等を指摘する意見が挙がっており、施設存続に向けては、ハード・

ソフトともに改善が必要な状況であるといえる。 

 

(2) 施設改修の方向性 

 現施設の改善・対応策については、特に、プールに対する意見が多く寄せられた。一部

事業者からは、プールを評価する意見もあったが、大半の事業者からは、プールが収支

悪化の一因との指摘があった。理由としては、①規模が中途半端、②温泉施設との親和

性が必ずしも高くない、③人件費、光熱費がかかる等が挙げられ、本施設の存続（事業

者の参画）においては、プールの在り方がポイントになるといえる。 

 今後のターゲットとしては、幅広い層の利用が想定されるが、現在利用されている高齢

者層、ファミリー層を中心とし、特に市内外ファミリー層の拡大について意見が多い。

市内ファミリー層については、足元商圏の利用者の利用率を高める狙い、市外ファミリ

ー層については、客単価を高める狙いがある。また、現在利用されている高齢者層との

親和性は低くなるが、若者をターゲットとする事業者もいた。 

 各事業者にシナリオ４案を提示し、リニューアルした場合に想定される施設イメージ

やターゲット等についても自由に意見を求めたが、上記のとおり想定するターゲット

等により、施設イメージも異なっていた（温泉の強化、岩盤浴・サウナ等の充実、屋外

空間の利活用、休憩スペース等の拡充等）。 

 様々な意見が挙げられたが、プールの廃止又は停止、岩盤浴やサウナ等の新たなコンテ

ンツの導入、公園との連携等は、多くの事業者から意見が挙がった。 

 ソフト面についても、利用者が求めるサービスの向上（レストランメニューの充実、清

掃の徹底等）に関する意見のほか、利用料金の設定や営業時間の見直し、プロモーショ

ンの充実等に関する意見があった。また、中には、道の駅的な利用について提案する意

見もあった。 

 上記のとおり、ハード・ソフト面とも、事業者によって、ターゲットとする層、廃止・

導入する施設、投資する金額・箇所等様々である。本施設を存続する際は、幅広く民間

事業者の意見を確認し、市として一定の方向性を示しながらも、実際に管理運営に関わ

る事業者と具体的な内容を検討・協議する必要があるといえる。 
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(3) 事業手法や参画に向けた条件           ああああああああああああ     

 事業手法については、直営、指定管理者制度、PFI（RO）、民間譲渡等、様々な意見があ

り、それぞれ可能性があると思われる。温浴施設については、民間施設も多く、民間の

ノウハウを発揮できる施設であることから、PFI や民間譲渡を挙げる意見も多数あった

が、現状の収支状況、公共施設としての意義等から、現実的にはリスクが大きいとの見

方であった。また、指定管理者制度は、これまでの本施設で取り入れられていたため、

取り組みやすいが、収支状況を踏まえ、指定管理料併用など市の支援を期待する意見が

多く挙がった。 

 事業条件としては、収支改善に向けて、指定管理料を求める意見のほか、利用料金や営

業時間をある程度自由に設定できること、施設改修に対しても一定の市の負担を求め

ること、事業期間に対して意見があった。 

 上記より、本施設を存続する際は、現在の収支状況等を踏まえ、一定の市の負担（改修

費、管理運営費）が必要になると想定され、事業者が参画しやすい条件として利用料金

や営業時間等の見直しを含め、幅広い検討が必要である。 
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４ 温泉施設の在り方に関する提言 

 

本委員会では、施設概況、温浴施設を取り巻く市場動向、利用者アンケート結果、民間事業者

ヒアリング結果等を踏まえ、本施設の在り方について慎重に議論を重ねてきた。そして、議論の

結果、次のとおり４つの提言を取りまとめた。 

武蔵村山市においては、本提言を踏まえ、今後、本施設の存続・発展に向けた具体的な検討が

行われることを期待するものである。 

 

 

提言１：温泉施設の存廃について 

本施設は、開業３年目の平成 16 年度以降、支出が収入を上回る収支赤字が続いており、令和

５年度以降の指定管理者の募集においては、応募がなく、指定管理者の選定に至らなかった。ま

た、全国的な人口減少の傾向、市の財政状況、温浴施設を取り巻く市場環境やニーズの変化等を

踏まえると、これまでと同様の方法により本施設を存続することは、非常に厳しい状況である。 

しかしながら、本施設は、「市民の健康を維持増進するとともに、多世代間の交流を促進し、

併せて観光の振興を図り、もっていきいきとした地域社会の形成に資する」ことを目的に整備さ

れ、約 20 年にわたり、本市を象徴する重要な観光資源としてその役割を一定程度果たし、今後

のまちづくりにおいてもその役割が期待される。また、民間事業者へのヒアリングの結果等を踏

まえると、機能更新により収支改善の可能性があり、指定管理者の募集条件の見直しによっては

民間事業者の参画も期待できる。 

以上のことから、本委員会は、以下の提言を組み入れ、市においても柔軟に対応し、民間事業

者とともに収支改善に向けた取組を積極的に行うことを前提に、本施設の存続を提言する。 

 

提言２：今後の施設再開に向けた進め方について 

本委員会では、施設概況や市場動向を分析することに加え、温浴施設をはじめとする公共施設

の管理運営実績を有する民間事業者や温浴施設経営を行う民間事業者にヒアリングを実施し、

本施設に対する評価・課題を把握した上で、改修内容案等について具体的に検討した。 

ヒアリングの結果、本施設の評価・課題に対する民間事業者の意見は、概ね共通しており、多

くの民間事業者が、豊かな自然に囲まれた環境や一定のマーケットが期待できる立地を高く評

価し、施設の老朽化や陳腐化、公共施設的な設え、アクセス性の弱さ等を課題として捉えている

ことが明らかになった。 

しかしながら、具体的な改修内容については、民間事業者によって、ターゲットとする利用者

像、廃止・導入する施設・設備、投資する金額・箇所等、様々な考え方があり、現時点で客観的

にいずれかの優位性を判断することは困難である。このことから、本施設の存続に当たり、本委

員会や市において、あらかじめ具体的な改修計画を提示したり、改修の条件を設定したりするこ

とは、かえって民間事業者の提案の余地を狭め、民間事業者の参画の可能性を失うことにつなが

るおそれがある。本施設を存続する際は、幅広く民間事業者の意見を求め、市として一定の方向

性を示しながらも、実際に管理運営に関わる民間事業者を選定した上で、当該事業者と共同で具

体的な内容を検討・協議することが重要である。 

以上のことから、本委員会は、市において、本施設の特徴や課題を踏まえ、一定の方向性を整
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理し示した上で民間事業者からの提案を求め、選定された民間事業者とともに本施設の改修計

画を具体的に検討することを提言する。 

併せて、具体的な改修計画を検討するに当たっては、本施設の一時閉館後既に半年以上が経過

しており、今後、再開に向けた調査、設計、工事等にも時間を要することが想定されることから、

改修時期の目標を設定し、速やかに着手することが求められる。 

また、プールの扱いについては、多くの民間事業者から、プールが本施設の収支悪化の一因と

の指摘もあったことから、全市的観点からのプールの位置付け、利用状況、代替施設・機能の有

無等を考慮の上、廃止も視野に入れつつ、今後更に検討を加えることが必要である。 

 

提言３：事業条件の検討について 

本施設を存続するに当たり、施設運営の方法など事業条件について見直しが必要である。本委

員会は、市が、次の事項についての見直しを行い、適宜、指定管理者の募集時の条件等に反映す

ることを提言する。 

【事業手法】 

本施設のような温浴施設は、健康増進・交流施設としての位置付けに加え、レクリエーション・

観光施設としての位置付けも有することから、需要に変動があり、機能の陳腐化が起こりやすい

面もある。このため、社会動向や利用者ニーズを適宜反映しながら、施設の管理運営を行うこと

が求められる。集客力を維持・増加させている他の類似施設の事例をみても、特に民間事業者が

運営する施設を中心に、社会動向や利用者ニーズを踏まえ、長時間滞在型施設への対応、サウナ

や岩盤浴等の付加機能の拡充、周辺施設との連携等に取り組んでおり、施設の管理運営において

は、柔軟な対応や企画力が重要であることが伺える。 

また、民間事業者へのヒアリングの結果、本施設の事業手法については、一部事業者が直営を

挙げていたが、多くの事業者が、民間事業者のノウハウが発揮できる、指定管理者制度、PFI、民

間譲渡を挙げている。具体的には、PFI や民間譲渡については、民間のノウハウが発揮しやすい

ものの、現状の収支状況、公共施設としての意義、立地条件等から、現実的にはリスクが大きい

との見方があり、現状では課題が多いといえる。指定管理者制度については、これまで本施設で

取り入れられていたため取り組みやすいものの、条件の見直しを求める意見があり、提言２の内

容も踏まえ、民間のノウハウが発揮しやすい枠組みにする必要がある。 

こうした温浴施設の特性や民間事業者の意見を鑑み、本施設の存続に当たっては、柔軟な対応

を可能とし、企画力を有する民間事業者が積極的に参画できる事業手法を取り入れることが必

要である。具体的には、民間事業者からの計画提案を求める形式の指定管理者制度により本施設

を運営し、民間事業者との連携強化や収支改善の道筋をつけつつ、長期的視点から、PFI の導入

等に向けた検討を進めることが適当である。 

【営業日・営業時間】 

昨今の利用状況をみると、新型コロナウイルス感染拡大の影響もあり、午後９時以降の夜間の

利用者が減少傾向にある。また、現在の利用者像や利用者ニーズ、民間事業者が想定する主な利

用者像を踏まえると、今後も、夜間の利用者が大幅に増加する可能性は少ないと予想される。 

併せて、民間事業者からは、人材確保の点からも、営業時間は短縮を検討したいとの意見が挙

がっているほか、施設や設備の長寿命化を図るためにも、適度なメンテナンスが必要であり、休
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業日を増やすことが必要との意見が挙げられていた。これらは、収支改善に加え、長期的な施設

運営の観点からも、重要である。 

こうした状況や意見を鑑み、本施設の存続に当たっては、営業日・営業時間について見直すこ

とが妥当である。 

【利用料金】 

最近は、エネルギーコストや物価高騰等の影響から、光熱水費や人件費の上昇が進んでおり、

光熱水費と人件費が支出の大部分を占める温浴施設にとっては、非常に厳しい経営環境にある。 

近隣の温浴施設においては、公共施設・民間施設を問わず、多数の施設で利用料金の値上げが

行われており、昨今のエネルギーコストや物価高騰の状況、周辺類似施設の値上げ状況を踏まえ

ると、本施設についても、一定程度の値上げはやむを得ない。 

また、民間事業者からは、長期滞在型の施設としたり、岩盤浴やサウナ等の付加機能を導入し

たりする場合は、料金体系を見直すことが望ましいとの意見が挙げられており、民間事業者のノ

ウハウを最大限に引き出すためには、料金体系を柔軟に設定できることが重要である。 

こうした状況や意見を鑑み、本施設の存続に当たっては、本施設の公共・公益性等に十分に配

慮しながらも、利用料金のベースアップや付加機能に見合った追加料金の収受を可能とする料

金体系など、利用料金全体について見直すことが必要である。 

【指定管理料】 

本施設は、収益施設としての性格から、平成 19 年度の指定管理者制度の導入に合わせて完全

利用料金制を採用してきたが、民間事業者からみると、外的要因による支出超過に係るリスクが

高く、安定した施設運営を継続することは難しかったと推察できる。民間事業者のリスクを低減

し安定した施設運営を図るには、市として、本施設の利用促進に向けた支援とともに、相応の財

政的な支援、補償が必要である。 

今後、指定管理者制度の下で本施設を存続するに当たっては、市の財政状況等を踏まえた上で、

一定の指定管理料を負担することを視野に入れて検討することが必要になる。 

 

提言４：周辺施設との連携等について 

本施設は、これまで市内だけでなく市外の人々にも多く利用され、本市の観光資源の一つとな

っている。武蔵村山市第五次長期総合計画（令和３年３月）においては、狭山丘陵の豊かな自然

や地場産業などの地域資源を生かし、本施設周辺を『憩いの核』として位置付け、当該核を中心

とした交流エリアを形成し、魅力的で個性豊かな観光まちづくりを推進することが今後の具体

施策として掲げられており、観光資源として、より一層の利活用が求められている。 

また、本施設周辺には、市の施設である野山北公園や歴史民俗資料館、東京都の施設である野

山北・六道山公園などの多種多様な施設が立地しており、これらが相互に連携することで、本施

設の付加価値の創出、集客力の向上にもつながることが期待される。さらに、各施設が連携する

ことで、本施設の活性化だけでなく、本施設周辺の活性化やエリア価値の向上にもつながり、ひ

いては、地域産業の活性化、シビックプライドの醸成等への波及が期待され、これらにより、市

にとっての好循環が生まれる。 

以上のことから、本委員会は、本施設が設置目的を達成し、健全な経営が行われ、施設そのも

のの魅力が高まることはもちろんのこと、『憩いの核』の中心として、本市の観光を牽引する施
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設となるよう、市の関係部署や周辺施設の主体等との更なる連携・協力に向けて、市がハード・

ソフトの両面から連携策等について検討することを提言する。 

以下は、本委員会で議論した連携策等の一例であるが、これらを参考に、具体的な取組につい

て検討されることを強く求める。 

・各施設の相互利用を促進する共同イベントや体験プログラムの実施 

・利用者の利便性を高める駐車場の相互利用 

・市内の主要な観光資源をつなぐ観光ルートの企画 

・モノレール延伸を見据えたシェアサイクル等新たな交通手段の導入 

・SNS の積極的な活用等時代に即した広報の実施
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資料編 

 

 １ 委員会設置要綱 

 

   武蔵村山市立温泉施設在り方検討委員会設置要綱 

 令和５年２月１日 

訓令（乙）第 14 号 

（設置） 

第１条 武蔵村山市立温泉施設（以下「温泉施設」という。）の現状を分析し、及び将来の在り方に

ついて検討するため、武蔵村山市立温泉施設在り方検討委員会（以下「検討委員会」という。）を

置く。 

 （所掌事務） 

第２条 検討委員会は、温泉施設について、施設維持管理、施設修繕、施設改修、観光施策等の多角

的な視点から現状分析を行い、存続、廃止を含めた温泉施設の将来の在り方を検討し、その結果を

市長に報告する。 

 （組織） 

第３条 検討委員会は、次に掲げるところにより市長が委嘱する委員６人をもって組織する。 

⑴ 識見を有する者 ２人 

⑵ 市内商工業関係者 １人 

⑶ 市内農業関係者 １人 

⑷ 市内観光業関係者 １人 

⑸ 市内金融機関関係者 １人 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、第２条の規定による報告の終了をもって満了する。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 検討委員会に、委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により選任する。 

２ 委員長は、検討委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務 

を代理する。 

 （会議） 

第６条 検討委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 検討委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 検討委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところ

による。 

 （庶務） 

第７条 検討委員会の庶務は、協働推進部産業観光課において処理する。 

 （委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が検討委員会

に諮って定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年２月１日から施行する。 
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 ２ 委員名簿 

 

武蔵村山市立温泉施設在り方検討委員会委員 

 氏   名 選出区分 

委員長 毛谷村 英治 

識見を有する者 

副委員長 宮本  和之 

委員 栗原   誠 市内商工業関係者 

委員 内野  正明 市内農業関係者 

委員 内野   均 市内観光業関係者 

委員 井上  昇一 市内金融機関関係者 
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 ３ 会議開催経過 

 

 開催日 内     容 

第１回 令和５年３月 30 日（木） 

 委員長及び副委員長の選任 

 会議の公開について 

（報告事項） 

 武蔵村山市立温泉施設在り方検討委員会について 

 武蔵村山市立温泉施設について 

 これまでの検討経過について 

第２回 令和５年５月 25 日（木）  今後の方向性と検討シナリオについて 

第３回 令和５年７月 11 日（火）  今後の方向性と検討シナリオについて 

第４回 令和５年８月９日（水）  民間事業者へのヒアリング結果について 

第５回 令和５年 10 月５日（木）  提言書（案）について 

第６回 令和５年 11 月６日（月）  提言書（案）について 
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